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静岡県多面的機能支払交付金第三者委員会設置要領 

（趣旨） 

第１ 多面的機能支払交付金の実施に当たっては、計画的かつ効果的に推進されるとともに、明確か

つ客観的基準の下に透明性を確保することが重要である。このため、静岡県多面的機能支払交付金

第三者委員会（以下｢委員会｣という。）を設置し、事業の適正な執行に当たるものとする。 

（委員会の事務） 

第２ 委員会は、次の各号に掲げる事務を行う。 

（１）事業実行状況の点検

（２）対象組織の取組の評価

（３）対象組織に対する指導・助言

（４）その他多面的機能支払交付金による活動に必要な事項

（委員会の委員及び組織） 

第３ 委員は、知事が委嘱する。 

２ 委員会は、10人以内で組織する。 

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠として選任された委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

４ 委員は、再任することができる。 

５ 委員長は、委員の互選によりこれを定める。 

６ 委員長は、委員会を代表し、委員会を総括する。 

７ 委員長に事故ある時は、委員長があらかじめ指名する委員が、その職務を代理する。 

（委員会） 

第４ 委員会は、委員長が招集する。ただし、委員改選後の初回の委員会は、静岡県経済産業部農地

局長が招集する。 

（庶務）

第５ 委員会の庶務は、静岡県経済産業部農地局農地保全課において処理する。 

（その他） 

第６ この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要領は、平成19年10月24日から施行する。 

 附 則（平成25年３月６日付け農保第238号） 

１ この改正は、平成25年３月６日から施行する。 

２ この要領の施行に伴い新たに委嘱される委員の任期は、第３の３の規定にかかわらず、平成27

年３月31日までとする。 

附 則（平成27年７月３日付け農整第100号） 

資料１
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この改正は、平成27年７月３日から施行する。 

附 則（平成28年８月10日付け農整第233号） 

この改正は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年12月10日付け農整第238号） 

この改正は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月25日付け農整第587号） 

この改正は、令和３年４月１日から施行する。 
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静岡県多面的機能支払交付金第三者委員会運営細目 

（要領の適用） 

第１ 静岡県多面的機能支払交付金第三者委員会（以下｢委員会｣という。）の議事及び運営に関して

は、この細目に定めるところによる。 

（委員会の開催） 

第２ 静岡県多面的機能支払交付金第三者委員会設置要領第２の事務の実施に当り、委員長は委員会

を開催する。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席をもって開催する。 

３ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

４ 委員会は、原則として公開とする。 

（委員会の議長） 

第３ 委員長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

（委員以外の者の出席） 

第４ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に意見及び説明を求めることができる。 

（資料の公表） 

第５ 委員会で用いた資料は、原則的に公表するものとする。ただし、個人情報等に関するものにつ

いては、公表しない。 

（議事録） 

第６ 委員長は次の各号に掲げる事項を記載した議事録を調製しなければならない。 

（１）委員会の開催日時及び場所

（２）出席した委員の氏名

（３）議題

（４）審議の概要

（５）その他重要な事項

２ 議事録は、原則的に公表するものとするが、発言者名等は公表しないものとする。

（その他） 

第７ この細目に定めるほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

この運営細目は、平成 19年 10月 24日から施行する。 

   附 則（平成 25年３月６日付け農保第 238号） 

１ この改正は、平成25年３月６日から施行する。 

２ この運営細目の施行に伴い新たに委嘱される委員の任期は、第３の３の規定にかかわらず、平成

27年３月31日までとする。 
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附 則（平成 27年７月３日付け農整第 100号） 

この改正は、平成 27年７月３日から施行する。 
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令和３年度の実施方針について 

多面的機能支払交付金の事業を実施する 28,348(平成 30 年度末時点)の活動組織のうち、 

17,327組織が平成30年度に活動期間の終期を迎え、令和元年度の認定農用地面積の減少が

見込まれたことから、認定農用地面積の回復を図るため、都道府県及び市町村の目標値を策

定し、活動組織の継続、新規組織の設立、解散組織の活動再開を推進した。 

令和２年度の認定農用地面積の見込み値（令和３年１月時点）は令和元年度から約１万

８千ha(約 0.8%)増加し、平成30 年度比－800ha とほぼ回復した（別添１）。推進活動が効

果的であったことから、令和３年度も引き続き実施する。 

１．令和２年度の推進活動等について 

（１）解散組織の調査分析

平成30年度をもって解散した1,312 組織を対象に、解散理由、再開意向とその課題

等を聞き取った。その結果、小規模組織に解散が多く、組織運営者（代表、事務）の不

在、活動参加者の確保の困難化が主な解散の原因で、約 60％が行政機関や推進組織に

相談せずに解散を決めていた（別添２）。 

（３）政策課題に対応した推進活動

①広域化・土地改良区連携の推進

活動組織の広域化や土地改良区との連携について予算キャラバンや土地改良事業団

体連合会が開催する研修等の機会を活用して普及・啓発を実施。また、すでに取り組

んでいる地区の情報収集を行い、先行事例として紹介し、ホームページに掲載した（別

添３）。

②活動組織における男女共同参画の推進

令和２年度より、役員に女性が２名以上参画している場合に加算措置の条件を緩和

する措置を、研修や会議等においてＰＲ。このほか、女性が参画する活動事例や女性

役員へのインタビュー記事をメールマガジンで紹介（別添４）。

令和元年度： 227.4万ha → 令和２年度：229.2万ha（＋1.8万ha） 

平成30年度：229.3万ha  → 令和２年度：229.2万ha（－800 ha）

資料２

２．令和３年度の推進方針について 

（１）新型コロナウイルスの感染拡大への対応

新型コロナウイルスの感染拡大を踏まえ、感染対策を徹底した活動や、リモートでの

研修会等の開催など、工夫した取組事例について収集し、横展開を図る（別添５）。 

（２）推進体制の強化に向けた検討

令和２年度の推進活動の結果を踏まえ、都道府県、市町村、活動組織への支援を強化

するべく、本交付金に知見のある人材の活用も含めた都道府県推進組織の体制強化を検

討する。また、各地域の情報交換の場の提供や都道府県推進組織への支援等を実施する、

既存の全国水土里ネット多面的機能支払促進協議会を発展させた全国的な推進体制の

構築を検討する（別添６）。 
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★H30～R3の認定農用地面積（見込値含む）の推移 R3.3.5

面積 カバー率 面積 カバー率 面積 カバー率※ 面積 カバー率※ 面積 面積 面積 面積
（ha） （％） （ha） （％） （ha） （％） （ha） （％） （ha） （ha） （ha） （ha）

01 北海道 北海道 780,557 67% 777,629 67% 783,620 68% 785,287 68% -2,927 5,991 1,667 4,730

02 東北農政局 青森県 43,407 30% 43,532 30% 43,638 30% 44,127 31% 126 106 489 720

02 東北農政局 岩手県 77,304 50% 76,506 50% 77,052 50% 78,062 51% -798 546 1,010 758
02 東北農政局 宮城県 74,267 64% 73,957 64% 74,004 64% 74,630 65% -310 47 626 364
02 東北農政局 秋田県 97,584 66% 96,626 66% 97,011 66% 97,719 66% -958 385 708 135
02 東北農政局 山形県 85,306 71% 83,813 70% 83,472 70% 83,834 70% -1,493 -341 362 -1,472

02 東北農政局 福島県 64,728 45% 64,981 46% 65,359 46% 67,283 48% 253 378 1,924 2,555

442,595 54% 439,415 54% 440,537 54% 445,656 54% -3,181 1,122 5,119 3,060

03 関東農政局 茨城県 34,497 27% 35,549 28% 39,833 32% 41,152 33% 1,053 4,283 1,319 6,655

03 関東農政局 栃木県 43,882 43% 42,439 42% 42,478 42% 43,487 43% -1,443 39 1,009 -395
03 関東農政局 群馬県 17,684 29% 17,516 29% 17,836 29% 18,861 31% -168 320 1,025 1,177
03 関東農政局 埼玉県 16,345 26% 17,048 27% 17,823 29% 17,995 29% 703 775 172 1,650
03 関東農政局 千葉県 31,929 33% 32,555 34% 33,635 35% 34,148 35% 627 1,079 513 2,219
03 関東農政局 東京都 32 2% 32 2% 35 2% 40 2% 0 3 4 7
03 関東農政局 神奈川県 1,180 11% 1,051 10% 1,072 10% 1,067 10% -129 21 -5 -113
03 関東農政局 山梨県 7,529 33% 7,631 33% 7,722 33% 7,776 33% 102 91 54 246
03 関東農政局 長野県 42,616 44% 43,413 45% 43,372 45% 43,508 45% 796 -41 136 892

03 関東農政局 静岡県 14,686 26% 14,219 25% 14,326 26% 14,473 26% -467 107 147 -213

210,380 33% 211,454 33% 218,132 34% 222,506 35% 1,074 6,678 4,374 12,126

04 北陸農政局 新潟県 125,096 74% 124,475 74% 124,757 74% 126,026 75% -621 282 1,269 930

04 北陸農政局 富山県 41,979 75% 41,092 73% 41,462 74% 41,779 75% -887 370 317 -200
04 北陸農政局 石川県 26,113 67% 25,874 66% 25,704 66% 25,983 67% -239 -171 280 -130

04 北陸農政局 福井県 31,628 82% 31,175 81% 31,268 81% 31,694 83% -453 93 426 66

224,816 74% 222,617 74% 223,190 74% 225,482 75% -2,200 574 2,291 665

05 東海農政局 岐阜県 25,024 54% 25,264 54% 25,417 55% 25,481 55% 240 153 64 457

05 東海農政局 愛知県 33,464 58% 33,524 58% 33,984 59% 34,117 59% 60 460 133 653

05 東海農政局 三重県 27,399 52% 27,170 51% 27,269 52% 27,461 52% -229 99 192 62

85,886 55% 85,958 55% 86,670 55% 87,059 55% 71 712 389 1,173

06 近畿農政局 滋賀県 37,673 75% 36,313 72% 36,592 73% 36,633 73% -1,361 279 41 -1,040

06 近畿農政局 京都府 15,473 67% 14,850 65% 14,903 65% 15,061 66% -623 53 158 -412
06 近畿農政局 大阪府 1,615 34% 1,651 35% 1,678 35% 1,700 36% 36 27 21 84
06 近畿農政局 兵庫県 50,997 82% 50,182 81% 50,599 82% 50,819 82% -815 417 220 -178
06 近畿農政局 奈良県 5,832 39% 5,573 37% 5,593 37% 5,658 37% -259 19 65 -175

06 近畿農政局 和歌山県 10,071 34% 9,072 31% 8,925 30% 9,151 31% -999 -147 226 -920

121,663 66% 117,642 64% 118,291 64% 119,023 65% -4,021 649 732 -2,640
07 中国四国農政局 鳥取県 16,394 53% 16,070 52% 15,968 52% 15,982 52% -324 -102 14 -412
07 中国四国農政局 島根県 22,776 56% 22,624 56% 22,539 56% 22,692 56% -152 -85 153 -84
07 中国四国農政局 岡山県 15,671 27% 15,903 27% 16,539 28% 17,154 29% 232 636 615 1,482
07 中国四国農政局 広島県 19,222 39% 18,440 37% 18,560 38% 18,952 38% -782 120 392 -270
07 中国四国農政局 山口県 21,123 52% 20,061 50% 20,090 50% 20,283 51% -1,063 29 194 -840
07 中国四国農政局 徳島県 10,717 35% 10,341 34% 10,301 34% 10,306 34% -376 -41 6 -411
07 中国四国農政局 香川県 13,844 54% 13,362 52% 13,365 52% 14,084 55% -482 2 719 240
07 中国四国農政局 愛媛県 16,440 38% 15,514 37% 15,315 36% 15,676 37% -926 -199 360 -765
07 中国四国農政局 高知県 9,597 33% 9,302 32% 9,604 33% 9,733 33% -296 302 129 135

145,786 42% 141,618 41% 142,280 111% 144,862 113% -4,167 662 2,582 -924

08 九州農政局 福岡県 39,812 56% 37,814 54% 38,240 54% 38,576 55% -1,998 426 336 -1,237

08 九州農政局 佐賀県 35,872 69% 35,418 68% 35,632 68% 35,860 69% -454 214 227 -12
08 九州農政局 長崎県 15,696 38% 15,397 37% 15,539 38% 15,541 38% -299 142 2 -155
08 九州農政局 熊本県 73,250 62% 72,305 62% 72,198 61% 72,678 62% -945 -107 480 -572
08 九州農政局 大分県 24,000 40% 24,003 40% 24,120 41% 24,424 41% 4 117 304 424
08 九州農政局 宮崎県 25,142 41% 25,449 42% 25,492 42% 25,928 43% 307 43 436 785

08 九州農政局 鹿児島県 44,989 43% 45,280 44% 45,737 44% 46,677 45% 291 457 940 1,688

258,761 51% 255,667 51% 256,958 51% 259,683 51% -3,094 1,291 2,725 922

09 沖縄総合事務局 沖縄県 22,078 53% 22,028 52% 22,045 52% 22,941 54% -51 17 896 863

全国 2,292,522 55% 2,274,027 55% 2,291,723 55% 2,312,497 56% -18,495 17,696 20,775 19,975

※令和元年の農用地面積を基に算出

※緑塗は、H30→R3でV字回復できていない都道府県

近畿農政局

中国四国農政局

九州農政局

農政局名 道府県名

東北農政局合計

関東農政局合計

北陸農政局合計

東海農政局合計

※黄色塗はH30→R1→R2と２年連続で減少している都道
府県

R３目標

農地維持支払
認定農用地面積

面積推移

H30→R3
V字回復状況

H30実績 R１実績
R2見込値

（R3.1.1時点）
R1→R2H30→R１ R2→R3

別添１
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%
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1
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6
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6
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6
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6
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1
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%

1
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1
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1
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1
9
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2
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%

9
%

1
1
%

1
2
%

9
%

1
2
%

1
4
%

1
6
%

1
9
%

1
9
%

1
9
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4
2
%

4
1
% 4
0
%

3
8
%

5
9
%

6
1
%

6
6
%

7
3
%

2
% 2
%

2
%

3
% 2
%

3
% 3
%

3
% 2
% 2
%

2
%

4
%

4
% 4
%

0
%

1
0%

2
0%

3
0%

4
0%

5
0%

6
0%

7
0%

8
0%

9
0%

1
00

%

事
務

処
理

担
当

が
い

な
い

役
員

の
後

継
者

が
い

な
い

代
表

者
の

後
継

者
が

い
な

い

５
年

間
活

動
を

続
け

る
こ

と
に

不
安

が
あ

る

過
疎

化
や

高
齢

化
に

よ
り

参
加

人
数

を

確
保

で
き

な
い

交
付

金
が

無
く
て

も
共

同
活

動
が

地
域

に

根
付

い
て

い
る

事
務

を
委

託
す

る
発

想
が

な
か

っ
た

組
織

内
の

合
意

形
成

が
図

ら
れ

な
か

っ
た

非
農

業
者

の
構

成
員

を
確

保
で

き
な

い

活
動

に
理

解
が

得
ら

れ
ず

活
動

参
加

人
数

を

確
保

で
き

な
い

事
務

の
委

託
先

が
見

つ
か

ら
な

か
っ

た

他
集

落
と

の
連

携
を

検
討

し
た

が
、

活
動

組
織

内
で

は

他
集

落
と

の
連

携
に

否
定

的

他
集

落
と

の
連

携
を

検
討

し
た

が
、

近
隣

の
集

落
も

後
継

者
不

足
や

高
齢

化
な

ど
に

よ
り

相
談

で
き

な
か

っ
た

他
集

落
と

の
連

携
を

検
討

し
た

が
、

近
隣

に
は

連
携

で
き

る
集

落
が

な
か

っ
た

①
あ

て
は

ま
る

②
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば

あ
て

は
ま

る

③
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば

あ
て

は
ま

ら
な

い

④
あ

て
は

ま
ら

な
い

無
回

答

（
３
）
取
組
を
継
続
し
な
か
っ
た
理
由

○
取
組
を
継
続
し
な
か
っ
た
理
由
、
ま
た
は
で
き
な
か
っ
た
理
由
に
つ
い
て
は
、
「
事
務
処
理
担
当
が
い
な
い
」
こ
と
を
あ
げ
た
組
織
が
最
も

多
く
、
「
あ
て
は
ま
る
」
「
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
あ
て
は
ま
る
」
と
し
た
対
象
組
織
の
割
合
は
8
0
％
を
占
め
て
い
る
。
次
い
で
「
役
員
の
後
継

者
が
い
な
い
」
（
7
7
％
）
、
「
代
表
者
の
後
継
者
が
い
な
い
」
（
7
6
％
）
と
、
事
務
局
の
人
材
確
保
が
困
難
で
あ
る
こ
と
が
理
由
の
上
位
を
占

め
て
い
る
。

○
「
事
務
を
委
託
す
る
発
想
が
な
か
っ
た
」
（
4
3
％
）
、
「
事
務
の
委
託
先
が
見
つ
か
ら
な
か
っ
た
」
（
3
0
％
）
な
ど
を
あ
げ
て
い
る
対
象
組

織
も
多
く
、
事
務
委
託
に
関
す
る
支
援
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

○
一
方
、
「
交
付
金
が
無
く
て
も
共
同
活
動
が
地
域
に
根
付
い
て
い
る
」
と
回
答
し
た
対
象
組
織
も
6
5
％
を
占
め
て
い
る
。

資
料

：
活

動
を

終
了

し
た

組
織

へ
の

調
査

（
回

答
数

1,
30

2
組

織
）

よ
り

作
成

令和３年３月４日　令和２年度第２回多面的機能支払交付金第三者委員会資料より

別添２
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組
織

再

開
意

向

な
し

47
%

ど
ち

ら
と

も
い

え
な

い
38

%

組
織

再

開
意

向

あ
り

13
%

不
明 2%

2
6
%

2
1
%

1
0
%

1
0
%

2
8
%

1
5
%

3
1
%

2
3
%

1
9
%

1
9
%

3
0
%

2
3
%

1
5
%

1
8
%

2
6
%

2
6
%

1
2
%

1
8
%

2
5
%

3
5
%

4
0
%

4
2
% 2

6
%

4
0
%

3
%

3
%

3
%

3
%

4
%

4
%

0
%

2
0%

4
0%

6
0%

8
0%

1
00

%

地
域

内
リ

ー
ダ

ー
候

補
の

育
成

活
動

参
加

者
の

確
保

組
織

の
広

域
化

へ
の

向
け

て
の

サ
ポ

ー
ト

地
域

内
の

非
農

業
者

へ
の

P
R

サ
ポ

ー
ト

事
務

の
担

い
手

の
育

成
・
確

保

事
務

の
委

託
先

の
紹

介

人材確保

事務

処理

①
あ

て
は

ま
る

②
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば

あ
て

は
ま

る

③
ど

ち
ら

か
と

い
え

ば

あ
て

は
ま

ら
な

い

④
あ

て
は

ま
ら

な
い

無
回

答

市
町

村
に

相
談

40
%

相
談

な
し

60
%

1%10
%

8%31
%

50
%

0%10
%

20
%

30
%

40
%

50
%

60
%

70
%

80
%

90
%

10
0%

各
個

人
で

草
刈

り

等
の

保
全

管
理

を
行

う

交
付

金
が

な
く
て

も
同

様
の

共
同

活
動

に
よ

る
保

全

管
理

を
行

う

他
団

体
（
自

治
会

等
）
が

保
全

管
理

を
行

う

そ
の

他

（
４
）
取
組
を
継
続
し
な
か
っ
た
対
象
組
織
の
今
後
の
意
向
等

○
活
動
を
終
了
し
た
組
織
の
う
ち
、
活
動
継
続
に
つ
い
て
「
検
討
し
た
」
と
回
答
し
た
組
織
は
7
2
％
を
占
め
て
お
り
、
「
検
討
し
た
」
組
織
の

う
ち
「
市
町
村
に
相
談
し
た
」
組
織
は
4
0
％
で
あ
っ
た
。

○
ま
た
、
市
町
村
、
都
道
府
県
、
推
進
組
織
等
へ
期
待
す
る
支
援
内
容
と
し
て
は
、
「
事
務
に
担
い
手
の
育
成
・
確
保
」
を
あ
げ
た
組
織
が
最

も
多
く
、
「
あ
て
は
ま
る
」
「
ど
ち
ら
か
と
い
え
ば
あ
て
は
ま
る
」
と
し
た
組
織
の
割
合
は
5
8
％
を
占
め
て
い
る
。
次
い
で
「
地
域
内
リ
ー

ダ
ー
候
補
の
育
成
」
（
5
7
％
）
、
「
活
動
参
加
者
の
確
保
」
（
4
4
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

○
組
織
の
再
開
に
つ
い
て
「
意
向
が
あ
る
」
と
回
答
し
た
組
織
は
1
3
％
、
「
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
」
3
8
％
、
「
意
向
な
し
」
が
4
7
％
で
あ
っ

た
。
組
織
を
再
開
す
る
意
向
が
な
い
組
織
で
は
、
今
後
「
各
個
人
で
草
刈
り
等
の
保
全
管
理
を
行
う
」
と
回
答
し
た
組
織
が
5
0
％
、
「
交
付
金

が
な
く
て
も
同
様
の
共
同
活
動
に
よ
る
保
全
管
理
を
行
う
」
3
1
％
、
「
他
団
体
（
自
治
会
等
）
が
保
全
管
理
を
行
う
」
8
％
で
あ
っ
た
。

活
動

継

続
を

検

討
し

た
72

%

検
討

し

な
か

っ

た 26
%

無
回

答
2%

組
織

再
開

の
意

向
と

再
開

し
な

い
場

合
の

保
全

管
理

方
法

市
町

村
、

都
道

府
県

、
推

進
組

織
等

へ
期

待
す

る
支

援
内

容

N
=
9
34

組
織

N
=
1
,3
0
2組

織

N
=
1
,3

0
2組

織
N
=
6
06

組
織

活
動

継
続

に
関

す
る

検
討

及
び

相
談

窓
口

資
料

：
活

動
を

終
了

し
た

組
織

へ
の

調
査

（
回

答
数

1,
30

2
組

織
）

よ
り

作
成

N
=
1
,3

0
2組

織
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政
策

課
題

に
対

応
し
た
推

進
活

動
（
多

面
的

機
能

支
払
交
付
金
の
活
用
事
例
）

①
土
地
改
良
区
連
携
の
事

例

N
o
.

地
区

概
要

1
新

津
郷

広
域

協
定
（
新

潟
県

新
潟

市
）

・
平
成
2
9
年
度
か
ら
新
津
郷
土
地
改
良
区
管
内
全
域
を
新
津
郷
広
域
協
定
と
し
、
4
1
組

織
と
土

地
改

良
区

で
活

動
を
実

施
。

・
土
地
改
良
区
が
広
域
協
定
の
一
員
と
し
て
運
営
委
員
会
の
事
務
や
、
技
術

的
な
ア
ド
バ

イ
ス
や

活
動

に
対

す
る
指

導
、
長

寿
命

化
に
お
い
て
は

測
量
設
計
、
発
注
、
完
了
検
査
を
行
っ
て
い
る
。

2
出

雲
市

斐
川

町
農
地

・
水

・
環

境
保

全
管

理
協

定
（
島

根
県

出
雲
市
）

・
土
地
改
良
区
は
管
理
協
定
の
一
員
と
し
て
事
務
を
受
託
す
る
と
と
も
に
、
各

団
体

と
連

携
し
て
活

動
の

円
滑

な
取

組
を
先

導
。
全

町
の

状
況

が
把
握
で
き
る
た
め
公
平
な
交
付
金
の
活
用
が
可
能
と
な
っ
た
。

3
下

関
市

豊
田

地
域
広

域
協

定
（
山

口
県

下
関

市
）

・
煩
雑
な
事
務
処
理
に
よ
る
活
動
継
続
の
困
難
さ
や
、
高
齢
化
に
よ
る
共
同
活

動
参

加
者

不
足

と
い
っ
た
問

題
点

を
解

消
す
る
た
め
、
土

地
改

良
区
が
３
活
動
組
織
の
橋
渡
し
役
と
な
り
組
織
の
広
域
化
を
行
う
こ
と
で
安
定
し
た
保

全
活

動
の

継
続

が
可

能
と
な
っ
た
。

4
北

秋
田

市
鷹

巣
地
域

保
全

組
織

（
秋

田
県

北
秋

田
市

）
・
北
秋
田
市
土
地
改
良
区
管
内
に
あ
る
1
7
活
動
組
織
が
参
加
し
て
広
域
協
定

を
締

結
。

・
土
地
改
良
区
は
広
域
協
定
の
一
員
と
し
て
事
務
を
受
託
し
、
各
活
動
に
対

す
る
指

導
・
助

言
を
行

い
事

業
全

体
の

調
整

を
図

っ
て
い
る
。

②
世
界
か
ん
が
い
施
設
遺

産
を
管

理
す
る
地

域
の

事
例

N
o
.

地
区

概
要

1
長

野
堰

広
域

協
定
（
群

馬
県

高
崎

市
）

・
「
長
野
堰
用
水
」
で
は
小
学
校
や
自
治
会
と
連
携
し
て
景
観
形
成
活
動
や
土

砂
上

げ
・
ゴ
ミ
拾

い
等

の
保

全
活

動
を
実

施
し
て
い
る
ほ

か
、

ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
イ
ベ
ン
ト
を
開
催
し
、
施
設
の
魅
力
を
発
信
し
て
い
る
。

2
村

山
の

郷
・
育

む
会
（
山

梨
県

北
杜

市
）

・
「
村
山
六
ヶ
村
堰
疎
水
」
の
歴
史
や
役
割
に
つ
い
て
学
ぶ
親
子
３
世
代
イ
ベ
ン
ト
を
開

催
す
る
と
と
も
に
、
疎

水
に
よ
っ
て
育

ま
れ

る
食

材
の

魅
力

発
信
な
ど
も
イ
ベ
ン
ト
に
取
り
入
れ
、
地
域
内
の
様
々
な
組
織
と
連
携
し
、
集
落

間
や

親
子

３
代

の
交

流
を
図

る
。

③
た
め
池
の
管
理
を
行

う
地

域
の

事
例

N
o
.

地
区

概
要

1
香

南
地

区
自

然
保
護

組
合

（
香

川
県

高
松

市
）

・
た
め
池
の
堤
防
へ
の
小
段
の
設
置
等
、
安
全
対
策
に
取
り
組
む
こ
と
で
組

織
内

で
の

作
業

の
安

全
に
対

す
る
意

識
が

高
ま
っ
た
。

・
本
制
度
活
用
に
よ
り
た
め
池
に
足
を
運
ぶ
回
数
が
増
え
、
破
損
箇
所
の
早

期
発

見
に
つ
な
が

っ
て
い
る
。

2
田

治
き
ら
め
き
の
里

協
議

会
（
福

井
県

福
井

市
）

・
地
域
ぐ
る
み
で
た
め
池
の
維
持
管
理
体
制
を
構
築
し
、
非
農
業
者
が
活

動
に
参

加
す
る
と
と
も
に
、
地

域
外

か
ら
の

来
訪

者
が

あ
る
こ
と
で
積

極
的
な
活
動
に
繋
が
っ
て
い
る
。

3
富

木
地

区
環

境
保
全

協
議

会
（
兵

庫
県

加
古

川
市

）
・
活
動
組
織
が
中
心
と
な
っ
て
非
農
家
も
参
加
す
る
か
い
ぼ
り
や
、
地
域
内
の

清
掃

活
動

に
加

え
、
近

隣
の

た
め
池

管
理

者
や

他
の

活
動

組
織

と
の
意
見
交
換
会
、
地
元
の
大
学
生
と
の
交
流
会
を
実
施
。
メ
デ
ィ
ア
を
通
じ
て
地

域
に
周

知
さ
れ

る
こ
と
で
地

域
住

民
の

参
加

意
欲

を
高

め
て
い

る
。

別添３
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■○．  活 動 組 織 との座 談 会

  ～ 栗 見 出 在 家 町
く り み で ざ い け ち ょ う

魚 のゆりかご水 田 協 議 会 （滋 賀 県 東 近 江
ひ が し お う み

市 ）～■  

地 域 活 動 へ の 女 性 の 積 極 的 な 参 画 に よ り 、 現 場 に 多 様 な 価 値 観 や 創

意 工 夫 が も た ら さ れ 、 取 組 の 多 様 化 や 農 業 ・ 農 村 の 多 面 的 機 能 の 更 な

る 発 揮 が 期 待 さ れ る ま す 。 そ こ で 、 本 号 で は 、 組 織 で 活 躍 す る 女 性 を

ご 紹 介 し ま す 。  

栗 見 出 在 家 町 は 東 近 江 市 の 最 北 端 に 位 置 し 、  琵 琶 湖 に 面 し た 地 形 を

生 か し 、 滋 賀 県 が 推 進 す る 「 魚 の ゆ り か ご 水 田 プ ロ ジ ェ ク ト 」 事 業 に

取 り 組 ん で い ま す 。  

活 動 範 囲 は 、 田 60 .17ha、 畑 4 .19ha、 水 路 13km、 農 道 4km 

～インタビュー～  

Q:  女 性 役 員 が 誕 生 し た き っ か け を 教 え て く だ さ い 。

A:   地 域 で 農 地 ・ 水 ・ 環 境 保 全 向 上 対 策 を 活 用 す る

話 が 挙 が っ た 際 に 、 申 請 書 を 作 成 で き る 者 が い な

か っ た こ と か ら 、 当 時 公 民 館 に 勤 め て い た 私 に 声

が か か り ま し た 。 そ れ を き っ か け に 組 織 の 事 務 担

当 と し て 活 動 に 参 加 す る よ う に な り ま し た 。  

Q :  組 織 に お け る 現 在 の 役 割 を 教 え て く だ さ い 。

A:   組 織 の 会 計 な ど の 基 本 的 な 事 務 作 業 の 他

に 、 本 組 織 に お け る PR 活 動 や 現 地 視 察 の 受 け 入 れ 、 今 年 か ら は 魚 の ゆ

り か ご 水 田 米 を 使 用 し た 6 次 化 商 品 で あ る 洋 菓 子 作 り を 行 っ て い ま す 。

組 織 の PR 動 画 作 成 に お い て は 、 動 画 の 企 画 か ら 撮 影 、 編 集 ま で の 全 て

に 携 わ り ま し た 。 ま た 、 組 織 が 開 催 す る 生 き 物 観 察 会 や 田 植 え 体 験 な ど

の イ ベ ン ト の 際 に は 、 段 取 り を 始 め 、 非 農 家 を 含 め た 地 域 の 女 性 参 加 者

の 取 り ま と め を 行 っ て い ま す 。  

【座 談 会 の目 的 】  

事 務 局 小 林 氏

組 織 の概 要

別添４
令和２年３月２３日 メールマガジン No84
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Q:  組 織 の 活 動 当 初 に お け る 女 性 参 加

で 苦 労 し た 点 を 教 え て く だ さ い 。

A:   昔 か ら 地 域 の 会 議 等 に お い て

は 、 一 家 の 代 表 で あ る 男 性 が 参 加

し て い た の で 、 そ の よ う な 場 所 で

女 性 が 発 言 す る 機 会 が な く 、 活 動

当 初 に お い て も 女 性 の 発 言 を 聞 い

て も ら う こ と が 難 し か っ た で す 。

し か し 、 長 年 積 極 的 に 活 動 に つ い

て の 意 見 を 伝 え 続 け 、 女 性 参 加 の

お 願 い を 一 軒 一 軒 行 っ た 結 果 、 多

く の 女 性 が 活 動 に 参 加 す る よ う に な る と と も に 、 組 織 の 3 名 の 女 性 役 員

に よ る 新 た な 企 画 立 案 が 行 わ れ る よ う に な り ま し た 。 今 で は 、 女 性 も 一

緒 に 活 動 に 取 り 組 む と い う 考 え 方 が 浸 透 し 、 会 議 等 の 場 に お い て も 女 性

の 意 見 を 聞 い て も ら え る よ う に な り ま し た 。  

Q :  女 性 の 活 動 参 加 を 促 す た め に 工 夫 さ れ て い る こ と は あ り ま す か 。

A:  地 域 の 子 供 会 に は 、 必 ず お 母 さ ん 方 か 一 緒 に 参 加 さ れ ま す の で 、 子 供

会 に も 組 織 の イ ベ ン ト に 参 加 し て も ら い 、 そ の 際 に 組 織 の 取 組 を 知 っ て

も ら う と と も に 、 一 人 一 人 に 声 替 え を し て 活 動 の 参 加 を お 願 い し て い ま

す 。 ま た 、 地 域 の お ば あ ち ゃ ん に も 畑 仕 事 以 外 の 時 間 で 、 参 加 し て も ら

う よ う に 声 掛 け を 行 っ て い ま す 。 昔 か ら 地 域 行 事 へ の 手 伝 い に は 積 極 的

に 参 加 す る 地 域 性 が あ る の で 快 く 参 加 し て い た だ け ま す 。  

Q :  組 織 に お い て 女 性 が 中 心 と な っ た 取 組 は あ り ま

す か 。  

A :   組 織 の ６ 次 化 商 品 と し て 、 魚 と ゆ り か ご 水 田

米 の 米 粉 を 使 用 し た 洋 菓 子 作 り は 、 女 性 が 中 心

と な り 行 い 、 週 に 一 度 地 域 の 直 売 所 で 販 売 を し

て い ま す 。 私 は 組 織 の 役 員 と し て 参 加 し た 時 か

ら 女 性 が 活 動 す る 場 所 を 作 り た い と 考 え て お

り 、 近 年 実 現 す る こ と が で き ま し た 。 女 性 が

活 躍 で き る 場 所 が あ る こ と と 自 分 た ち が 開 発

し た 商 品 が 売 れ る こ と へ の 喜 び で 活 動 へ の 意

欲 が わ き 、 組 織 活 動 が さ ら に 活 発 化 し て い ま

す 。

【 農 林 水 産 省 農 地 資 源 課 多 面 的 機 能 支 払 推 進 室 】

米 粉 を 使 っ た 洋 菓 子 （ 6 次 化 商 品 ）

・ 代 表  村 林 氏 （ 右 か ら 2 人 目 ）

・ 事 務 局  小 林 氏 （ 左 か ら 2 人 目 ）

・ 東 近 江 農 業 農 村 振 興 事 務 所

田 中 氏 （ 右 か ら 1 人 目 ）

・ 東 近 江 市 農 村 整 備 課

上 田 氏 （ 左 か ら 1 人 目 ）
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ITツールを活用して役員会や総会での「３密」を回避

○都染環境保全隊（兵庫県加西市）

認定農用地面積：田 41㏊

畑 1㏊

対象施設：水 路 11.1㎞

農 道 4.2㎞

ため池 3箇所

つそめ

○ 新型コロナウイルス禍でも水路等を維持管理するための活動は継続的に行われる必要。

○ 兵庫県の活動組織では、感染拡大を防止するため、ITツールを活用して総会等を実施した

り、稲刈りをバーチャルで体験できるようにDVDを制作、配付する等工夫した取組を実施。

稲刈りをバーチャル体験できるDVDを制作・配付

○神出東エコ農業活動組織（兵庫県神戸市）
かんで

新型コロナウイルス禍での取組事例

（感染防止のために講じた工夫）
新型コロナウイルス禍において組織内の合意形成を図る

ために、下記の取組を実施。

①メールやLINE等を活用して役員会を実施。

②遠隔会議ソフト(ZOOM)を活用して総会を実施。併せて
説明資料の見せ方を工夫（動画、グラフ等を取入れ視
覚化）する事により参加者の理解度向上を図った。

【新型コロナウイルス禍前】 【感染防止策を実施】

かさい

（感染防止のために講じた工夫）

【新型コロナウイルス禍前】 【感染防止策を実施】

①子供連れ参加者が多い｢稲刈り体験｣の実施を見送り、
代替として各自バーチャルで体験できるように地元で稲
刈りの様子の動画を撮影編集し、収穫したお米とDVDを
参加予定者に配布。

②本年度の対面での活動は基本的に地元関係者だけとし、
濃厚接触者を明確に特定できるように心がけた。

こうべ

ZOOM会議LINEの活用対面で会議

屋外ほ場で稲刈り体験 バーチャルで稲刈り体験

認定農用地面積：田 44㏊

畑 1㏊

対象施設：水 路 13.8㎞

農 道 12.9㎞

ため池 5箇所

別添５
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国 共通申請サービスについて 

１．共通申請サービスの概要について 

令和２年３月に策定された「農林水産省デジタル・ガバメント中長期計画※）」に

基づき、農林水産省が所管する補助金や交付金等の申請をオンラインで行えるよう

にするため、大臣官房広報評価課情報管理室が共通申請サービスを開発中。 

※ 農林水産省デジタル・ガバメント中長期計画とは、令和元年に内閣官房が策定し、閣議決定

された「デジタル・ガバメント実行計画」が行政手続きのオンライン化（農林水産省では、令 

和４年度までに所管する全ての補助金や交付金等をオンライン上で手続きが可能な環境を整え 

ることを目標としている）を進めるという方針を掲げたことを受けて、農林水産省が策定した 

中長期計画。 

農林水産省は、

令和４年度（2022 年度）までに行政手続きのオンライン化率 100%

令和７年度（2025 年度）までに共通申請サービスの利用率 60% 

を目標としている。 

２．多面的機能支払交付金に係る開発内容 

（１）エクセル様式の内容を共通申請サービス入力フォームに自動入力する機能

（２）エラーチェック機能

（３）集計機能

資料2－2 

15



➣ 高齢化が進む中で、予算管理等の事務作業
があり、整理に市町村が多大な労力を要する。

別紙１

多面的機能支払交付金の共通申請サービス登録に係る
プロジェクト計画書（案）

令和３年４月
農林水産省農村振興局 整備部 農地資源課 多面的機能支払推進室

背景

課題

目的

対応

多面的機能支払交付金のシステム化背景・目的

活動組織・市町村からの視点 政策手段からの視点
➣ 人口減少や高齢化により、活動継続が困難と ➣ 農林漁業者等に係る農林水産省関係手続き
なっている事例が見られる。 のオンライン化100%（令和４年度）

➣ 市町村職員が縮減されているなかで、本制度 ➣ 組織のデータが共有されておらず、活用できる
の専任職員が減少している。 オープンデータとして整備できていない。

➣ 実績報告の提出後にも活動組織から修正報告
の不安から解散する組織が増加しつつある。

➣ 多くの市町村が独自で写真帳の整理を求めて
いるため、組織の多大な負担となっている。

➣ 市町村担当者は事務作業に追われ、活動組
織へのサポートが十分できない。

➣ 地方公共団体がオープンデータの整理を行うため
には、人員・費用が必要となる。

➣ 市販の事務支援ソフトが複数あり、申請システム
との変換ソフトが必要。

「簡素・迅速・正確なオペレーション」と「タイムリーで可視化された情報提供」を実現する申請システムの構築

①今年度中に、農政局・県・市町村・活動組織とのヒアリングを行い、システム開発内容を決定する。
②共通システムとのデマケに留意しつつ、開発予算や運用費との状況も踏まえ、要望の強い一部の機能（エラー
チェック機能・集計機能等）のみを実装するか、業務に係るフロー全てをシステム化するかは予算課や情報管
理室との調整により決定していく。

１16



計画作成・申請 交付申請・請求 活動確認・報告

計画書提出

計画書の
確認

計画書の
承認

承認通知 交付申請書
提出

申請書受領 交付決定

⼊⾦

申請書受領

申請書受領

交付決定

交付決定

実施状況
報告

実施状況
確認

実績報告

実績報告

実績報告

計画書の
受領

実施状況
確認

申請書類作成の
簡素化（活動組織・
広域活動組織）

確認時間の削減
集計作業の不要化
（市町村）

多面的機能支払交付金のシステム化の目標

課題：書類作成に時間がかかる。
記入漏れや記入ミスのチェックが大変。
報告様式が変更されると新様式に一から入力しなければならない。

目標：自動チェックを可能にする。
旧様式で活用できる情報を新様式に反映できるようにする。

課題：活動組織から提出された実績報告書のチェックや取りまとめ作業が煩雑。
目標：活動組織から提出された資料を自動でチェックし、取りまとめを行う。

２

多面的機能支払交付金の業務フロー（P）について（現状）

活
動
組
織

推
進
組
織

市
町
村

県

国
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共
通
申
請
サ
␗
ビ
ス

審査・承認提出 市町村

データベース

データ収集 チェック 推進・指導

多面的機能支払交付金の業務概要図（検討中）

活動組織はR7年度までに共通申請サービスの申請機能により60%の組織が資料を提出するものとする。

共通申請サービス

活動組織
不備の
表示※３

申請機能 承認機能

連携

不備の
表示

審査・承認

県・農政局

４

※１
様式のデータ
チェック※２

連携

様式の集計

Salesforce（SaaS）を活用

※１ データ化する項目や方法はR3要件定義で決定
※２ データチェックの項目や方法はR3要件定義で決定
※３ 形式的不備の表示方法、処理方法はR3要件定義で決定

システム化参考イメージ（市町村担当者）

報告様式

現
状

・活動組織から書類
を受領

・入力漏れがないか
のチェック
・上記のチェック後に
内容の確認

・チェック後の資料を
とりまとめる。

自動

・事業の推進や、活
動組織への指導を
十分にできない。

・未取組組織への推
進活動や各組織での
新たな取り組みに係る
指導が可能となる。

５

・システムを使った提出
によりいつでも活動組
織から書類受付が可
能。

自動 自動

・入力漏れがないか
のチェックはシステム
で行うので、内容の
チェックに集中できる。
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（

）

○年度

○年度

○年度

○年度

○年度

○年度

計 うち遊休
農地⾯積

年当たり
交付⾦額

上限

○年度

共通申請サービスと多面の独自機能のデマケ

機能一覧
共通申請サービス 多面の

独自機能
としての必
要性

理由 運用・保守費R1～R2
(1期開
発)

R3
(2期開
発)

R4~R5
(3期開
発)

開発状況

申請・報告様式の
データ化機能 ✕ ✕ ✕

エクセルの添
付は可能だが、
資料を読み込
み、データベー
ス化するのは
不可

○
共通申請サービス入
力フォームへの入力
作業の負担軽減を
図る。

データ化機能は、共通申請
サービス上で運用されるため、
新たな運用・保守費は発生し
ない。

申請・報告資料の
データチェック機能 ✕ ✕ ✕

個別事業の
データチェック
機能について
は原課が開発
する必要があ
る。

○
自動チェックを可能に
し、活動組織や市町
村等の事務負担軽
減を図る。

データチェック機能は、共通申
請サービス上で運用されるた
め、新たな運用・保守費は発
生しない。

申請・報告様式の
集計機能 ✕ ✕ ✕

エクセルの添
付は可能だが、
集計は不可

○
集計結果を公表資
料や施策評価に活
用する。

集計機能は、共通申請サー
ビス上で運用されるため、新た
な運用・保守費は発生しない。

証拠書類
保管機能 ✕ △ △

システムへの
添付機能につ
いて、共通申
請サービスの
標準機能とし
て検討中

○

共通申請サービス上
に保管することで整理
の手間や保管場所の
確保等、活動組織の
事務負担軽減を図る。

標準機能として開発されるの
であれば、開発費・運用・保
守費は発生しない。

６

多面の独自機能の詳細（案）
１.申請・報告様式のデータ化機能
共通申請サービスに添付したexcelから必要な情報を抽出し、共通申請サービス入力フォームに反映

excel 共通申請サービス上の入力フォーム画面
１．活動期間

１．活動期間

農地維持支払

資源向上支払
（共同）
資源向上支払
（長寿命化）
中山間地域等
直接支払
環境保全型農業
直接支払

活動開始年度 活動終了年度

令和２年度

交付金の
交付年数 計画変更年度

○年度

計画変更年度

○年度

○年度

○年度

○年度

○年度

（長寿命化） 令和２年度 令和６年度 5 年 ○年度
中山間地域等
直接支払
環境保全型農業

計画変更年度

２．実施区域内の農用地、施設

協定農用地面積
又は認定農用地面 計 又は認定農用地面

積※１ 田 畑 草地 採草放牧地
積※１

多面
支払 4,600a 900a a 5,500 a 25 a 4,839,296円

多面
支払 4,600a 900a a 5,500 a 25 a 4,839,296円

中山間
直払

取組 環境
面積 直払※２

傾斜 傾斜 傾斜 傾斜

a

a 円

中山間 a a a a
直払

取組 環境
面積 直払※２

a a 円

a 円

（例）交付対象面積や交付金額
２．申請・報告様式の集計機能

共通申請サービスに添付したexcelから必要な情報を集計
広域化・

体制強化

構成員（農業者） 構成員（農業者以外）

団体 団体

そ

活動に参加した最大人数

都

道

府

県

名

市

町

村

名

対

象

組

織

名

広

域

活

動

組

織

特

定

非

営

利

活

動

法

人

個

人

農

事

組

合

法

人

団

体

数

営

農

組

合

団

体

数

の

他

の

農

業

者

団

体

団

体

数

合

計

団

体

数

個

人

自

治

会

団

体

数

女

性

会

団

体

数

子

供

会

団

体

数

土

地

改

良

区

団

体

数

Ｊ

Ａ

団

体

数

学

校

・

P

T

A

団

体

数

N

P

O

団

体

数

そ

の

他

の

団 農

体 業

数 者

以

外

団

体

合

計

団

体

数

農

業

者

農

業

者

以

外

合

計

○○県 △△市 ○○地域資源保全会 2 2 2 0 4 6 1 1 0 0 0 1 0 0 3 50 55 105

３．申請・報告様式のデータチェック機能
入力漏れや入力誤り、計算誤りをチェック

７

excelから必要なデータを反映
令和２年度 令和６年度 5 年 ○年度

令和２年度 令和６年度 5 年 ○年度

令和６年度 5 年 ○年度

○年度 ○年度

○年度 ○年度  年

年 ○年度

農地維持支払

資源向上支払
令和２年度 令和６年度 5 年

活動開始年度 活動終了年度 交付金の
交付年数

（共同） 令和２年度 令和６年度 5 年
資源向上支払

計画変更年度

○年度 ○年度 年 ○年度

直接支払 ○年度 ○年度  年 ○年度

２．実施区域内の農用地、施設

協定農用地面積

田 畑 草地 採草放牧地
うち遊休
農地面積

年当たり
交付金額
上限

a a a
a a 円 傾斜 傾斜 傾斜 傾斜
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設計・開発
（多⾯独⾃機能）

移⾏
（多⾯独⾃機能）

システム運⽤・保守
（多⾯独⾃機能）
※本体or推進交付⾦

予
要

令和３年度に活動組織、市町村等へ
共通申請サービスに係る現地調査⼜
はヒアリングを予定
（地区数未定）

作業項目 R2 R3 R4 R5 R6

R4年度までに手続き
のオンライン化100%

共通申請サービスの本格運用にかかるスケジュール（案）

要件定義 要件調達 定義① （多面独自機能）

算 調達 設計 開発② 求

各組織へ教育・③ 情報提供

予算 調達 本格運用④ 要求

※多面組織の活動期間は原則５年間であるが、H30に活動期間が終了した組織は140万ha（H30合計は229万ha）と、
約６割を占める。この組織が継続している場合、原則R5に活動期間が終了するため、本格的な運用はR6年度からを想定。

８
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１．農林水産省地理情報共通管理システム(eMAFF 地図)について 

農地に関する行政手続きについては、様々な農地に関する台帳が個別に管理され

ていること、紙の地図を使用して現地確認を行っている地域が多く見受けられるこ

とから、大臣官房広報評価課情報管理室では、農地情報を統合してデジタル地図上

で一元管理できるデジタル地図の開発を進めている。

デジタル地図が整備されることで、活動組織の認定農用地面積の確認や市町村に 

よる現地確認作業の省力化が期待される。（別紙２のとおり） 

２．農地情報の一元化に向けた紐づけ作業について 

デジタル地図の開発にあたり、各機関がそれぞれ管理している台帳（地番、面

積、所有者等が記載されているもの）を収集して、農地情報の一元管理化に向けた

農地情報の紐づけを実施する必要があり、現在市町及び県で作業中。 

資料２-３

・対象：多面的機能支払を実施している組織がある市町村（令和２年度時点）

・提供依頼する資料：①市町村で所有している活動組織の認定（対象）農用地面

積を１筆ごとに整理した台帳データ 

②市町村で現地確認の際に使用している図面データ

国 農林水産省地理情報共通管理システムについて 
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(ｈａ) （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （ｈａ） （％） （ｈａ） （％） （ｈａ） （％） （ｈａ） （％） （ｈａ）

下田市 133 0 0.0 0.0 1 1.0 0.7 1 1.0 0.7 1 1.0 0.7

東伊豆町 382 0 0.0 1 3.3 1 3.3 1 3.3 1 3.3 0.9 1 3.3 0.9 1 3.3 0.9 1 3.3 0.9

河津町 211 1 20.4 1 20.4 1 20.4 1 20.4 1 20.4 9.7 1 20.4 9.7 1 20.4 9.7 1 20.4 9.7

南伊豆町 185 0 0.0 0.0 1 4.2 2.3 1 4.2 2.3 1 4.2 2.3

(3) (14.6) (3) (14.6) (5.5) (3) (14.6) (5.5) (3) (14.6) (5.5) (3) (14.6) (5.5) 
2 7.8 2 7.8 2.9 1 3.6 1.4 1 3.6 1.4 1 3.6 1.4

(2) (19.1) (19.5) 

1 8.1 8.3
(6) (49.3) (6) (49.3) (3.9) (9) (62.6) (4.9) (9) (62.6) (4.9) (9) (62.6) (4.9) 
5 42.5 5 42.5 3.3 7 51.6 4.0 7 51.6 4.0 6 51.6 4.0

沼津市 1,999 1 90.0 2 100.1 2 100.1 3 115.7 3 114.7 5.7 3 114.7 5.7 3 132.5 6.6 3 132.5 6.6

熱海市 130 0 0.0 0.0

(4) (118.8) (23.7) (3) (118.8) (23.7) 
3 93.1 18.6 3 93.1 18.6

伊東市 559 2 40.1 2 40.1 2 40.1 2 39.2 2 39.2 7.0 2 39.2 7.0 2 39.2 7.0 2 39.2 7.0

(262.8) (19.6) (327.8) (24.5) (327.8) (24.5) 
259.2 19.3 324.9 24.2 324.9 24.2

裾野市 369 1 57.0 1 57.0 1 57.0 1 57.0 1 57.0 15.4 1 57.0 15.4 1 57.0 15.4 1 57.0 15.4

(77.4) (7.1) (86.2) (7.9) (86.2) (7.9) 
76.4 7.0 85.2 7.8 85.2 7.8

(3) (136.8) (3) (136.8) (17.0) (3) (136.8) (17.0) (3) (136.8) (17.0) (3) (136.8) (17.0) 
0 0.00 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 

(1) (16.4) (1) (16.4) (3.5) (1) (16.4) (3.5) (1) (16.4) (3.5) (1) (16.4) (3.5) 
0 0.00 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 0 0.0 0.0 

清水町 －

長泉町 140 1 90.4 1 88.8 1 88.8 1 88.8 1 88.8 63.4 1 88.8 63.4 1 88.8 63.4 1 88.8 63.4

小山町 410 1 20.0 1 20.0 3 64.0 4 70.1 4 70.1 17.1 4 70.1 17.1 4 70.1 17.1 4 70.1 17.1

(31) (938.3) (31) (937.3) (12.0) (33) (981.8) (12.6) (34) (1,073.5) (13.7) (33) (1,073.5) (13.7) 
27 785.1 27 784.1 10.0 29 824.2 10.5 29 890.7 11.4 29 890.7 11.4
(5) (180.6) (5) (180.6) (7.4) (5) (180.6) (7.4) (5) (180.6) (7.4) (5) (180.6) (7.4) 
4 148.8 4 148.8 6.1 4 147.6 6.1 4 147.6 6.1 4 147.6 6.1

(691.5) (36.1) (691.5) (36.1) 
1,913 4 666.5 682.1 35.7 682.1 35.7

(10) (872.1) (10) (872.1) (20.0) (10) (872.1) (20.0) (10) (872.1) (20.0) (10) (872.1) (20.0) 
9 840.3 9 840.3 19.3 9 839.1 19.3 9 829.7 19.1 9 829.7 19.1

(39) (1,010.5) (39) (1,007.1) (17.3) (39) (1,007.1) (17.3) (42) (1,036.3) (17.8) (43) (1,042.2) (17.9) 
38 962.5 37 949.5 16.3 34 915.7 15.7 34 893.4 15.3 34 897.7 15.4

(39) (1,010.5) (39) (1,007.1) (17.3) (39) (1,007.1) (17.3) (42) (1,036.3) (17.8) (43) (1,042.2) (17.9) 
38 962.5 37 949.5 16.3 34 915.7 15.7 34 893.4 15.3 34 897.7 15.4

(16) (1,079.3) (16) (1,108.3) (36.6) (16) (1,108.3) (36.6) (16) (1,108.3) (36.6) (16) (1,133.3) (37.4) 
14 1,012.5 14 1,041.5 34.4 13 1,030.5 34.0 12 1,020.1 33.7 11 1,045.1 34.5
(6) (168.2) (7) (175.6) (14.3) (7) (175.6) (14.3) (7) (175.6) (14.3) (7) (175.6) (14.3) 
5 151.4 6 158.8 12.9 6 158.8 12.9 6 158.8 12.9 6 158.8 12.9

(10) (223.3) (10) (223.3) (10.9) (10) (223.3) (10.9) (10) (223.3) (10.9) (10) (223.3) (10.9) 
9 185.3 9 185.3 9.1 9 185.3 9.1 9 185.2 9.1 9 185.2 9.1

(455.3) (14.1) (9) (468.1) (14.5) (9) (468.1) (14.5) 
452.8 14.0 9 465.6 14.4 9 465.6 14.4

吉田町 267 0 0.0 1 18.4 1 18.4 6.9 1 18.4 6.9 1 18.4 6.9 1 18.4 6.9

(3) (82.4) (3) (82.4) (13.1) (3) (82.4) (13.1) (3) (82.4) (13.1) (3) (82.4) (13.1) 
2 49.2 2 49.2 7.8 2 49.2 7.8 2 49.2 7.8 1 20.0 3.2

(44) (2,026.9) (45) (2,063.3) (19.8) (45) (2,063.3) (19.8) (46) (2,076.1) (19.9) (46) (2,101.1) (20.1) 
39 1,872.1 40 1,908.5 18.3 39 1,895.0 18.2 39 1,897.3 18.2 37 1,893.1 18.2

磐田市 3,905 7 648.3 7 648.3 7 648.3 8 674.9 8 674.9 17.3 9 723.8 18.5 9 723.8 18.5 10 761.8 19.5 1 38.0

(2,033.2) (40.0) (32) (2,033.2) (40.0) (33) (2,058.4) (40.5)

2,016.9 39.7 31 2,013.8 39.6 32 2,046.8 40.3

(15) (2,070.2) (68.4) (15) (2,070.2) (68.4) (15) (2,070.2) (68.4)

14 2,045.6 67.6 14 2,045.6 67.6 14 2,045.6 67.6
(4) (155.3) 11.0
3 136.3 9.7

(10) (531.7) (10) (531.7) (20.4) (10) (531.7) (20.4) (11) (574.7) (22.0) (11) (574.7) (22.0) 
8 419.7 8 419.7 16.1 8 417.9 16.0 9 460.9 17.7 9 460.9 17.7

森町 927 1 116.9 1 116.9 1 116.9 1 116.8 1 116.8 12.6 1 116.8 12.6 1 116.8 12.6 1 116.8 12.6

(66) (5,504.0) (67) (5,519.9) (32.6) (69) (5,578.8) (32.9) (70) (5,621.9) (33.2) (73) (5,737.2) (33.8) 
64 5,392.0 65 5,407.9 31.9 66 5,424.1 32.0 66 5,464.0 32.2 68 5,587.1 33.0

(39) (4,497.8) (38.4) (40) (4,528.8) (38.7) (40) (4,528.8) (38.7)
35 4,014.3 34.3 36 4,052.4 34.6 36 4,052.4 34.6

湖西市 1,129 4 99.7 9 197.7 9 197.7 11 236.4 13 255.4 22.6 13 255.4 22.6 13 255.4 22.6 13 255.4 22.6

(52) (4,753.2) (37.1) (53) (4,784.2) (37.3) (53) (4,784.2) (37.3) 
48 4,269.7 33.3 49 4,307.8 33.6 49 4,307.8 33.6

(246) (15,135.2) (250) (15,202.2) (25.6) (257) (15,318.9) (25.8) (264) (15,526.6) (26.1) (267) (15,672.8) (26.4)

232 14,628.6 235 14,686.0 24.7 232 14,219.3 23.9 233 14,334.5 24.1 232 14,457.7 24.3

① 3期から対象農用地面積は平成27年12月の農用地区域内農用地の数値

② 活動組織「浅羽一万石」は、磐田市と袋井市に計上。

③ 平成29年度以降の上段（　）書きは、農地保全活動取組面積（H28年度以降に活動終了組織を含む。）

３期(多面的機能支払交付金）

全体

活動
組織数 認定農用地

面積

２期(26年度から多面的機能支払交付金、27年度から法制化）

認定農用地
面積

カバー率

事
務
所
名

市町名

対象農用地
面積

(H27年12
月)

H28年度
H29年度

協定農用地
面積

活動
組織
数

H26年度 H27年度

認定農用地
面積

活動
組織
数

活動
組織
数

活動
組織
数

全体

認定農用地
面積

認定農用地
面積

カバー率

R2年度

賀
茂

松崎町 266 15.4 3 15.4

小　計 1,275

15.4

4 35.8

33

5 39.1 6 50.1

136.8

東
部

伊豆の国市 804 33 136.8 3

函南町 465 16.4

136.8

7,813

1 16.41 16.4 1

小　計 26 875.4

富
士

富士宮市 2,437

28 917.3736.721

5 180.65 180.6 5 180.6

小　計 4,350 847.19 847.1 9 847.1 9

中
部

静岡市 5,825

小　計 5,825 39

31 954.2 38

38 1,063.9

1,080.3

31 954.2

1,063.9 39

1,080.3

藤枝市
志
太
榛
原

島田市 3,028

4

10

5

888.515

158.1

580.2

145.6153.1 4

12 605.6

焼津市 1,231

82.4

229.7107 153.9 82,041

259.6牧之原市 3,232 6 7 303.0 7

172.8

303.0

29

53.22川根本町 631 2

1,200.0 1,661.733 1,280.110,430 40

9 495.7

中
遠

菊川市 2,608 9 495.7

16,955 4,692.8 53 4,703.2

9 495.7

小　計 52 58 5,138.0

計 59,476 14,261.0183 12,680.2 209 13,276.5 226

2,070.2

39.8

68.4

7.3

H30年度

全体

活動
組織数

R元年度

全体

活動
組織数 認定農用地

面積
カバー率

23.7

掛川市 24 1,692.5

袋井市 3,025 15 2,074.2 15

353.2

小　計

4,368.8 39 4,497.8

15 2,071.9

36 4,269.9 37

2,073.1 2,071.2

30 2,006.2

15

31 2,023.2

39 4,497.8

15

103.2

西
部

小　計 12,828 37 4,213.7 45

浜松市 11,699 33 4,114.0

50 4,734.2 52 4,753.2 37.1

38.4

32

4 118.8 4

4,467.6 46 4,566.5

4 118.8 4 118.8

富士市 4 4666.5 666.5 5 5 691.5

118.8

536.1

23.7 4

691.5 5 691.5 36.1

118.8

御殿場市 1,340 5

501 2 61.5

156.8

三島市

16.37 218.3 97 229.8 7 229.8 7 218.3

多面的機能支払交付金　静岡県内の取組状況

1,275.6201,264.0195,083

10

77.4伊豆市 1,096 4 67.7 4 67.7

8 455.3 8 455.3 14.1

4 65.6 5 77.4 5

8

7.1 5 5

R3年度（R3.11月時点）

全体 (うちR3新規）

活動
組織数 認定農用地

面積
カバー率

活動
組織
数

認定
農用地
面積

0 0.0

10

5

0 0.0

5

0 0.0

1 5.9

1 5.9

0 0.0

1 50.0

52.1

3 140.1

0 0.0

4 146.0

3 103.2 7.3 13 103.2 7.33 112.7 3 103.2 3御前崎市 1,407 2 93.7 2 93.7

西伊豆町 98 0 0.0 1 11.0 1 11.0 1 11.0 11.2 2 19.1 19.5 2 19.1 19.5
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資源向上(共同) 資源向上(長寿命)

(旧 共同） (旧 向上）

H23年度 346,098,000 39,300,928 385,398,928

H24年度 311,445,920 67,870,840 379,316,760

H25年度 300,166,820 102,797,440 402,964,260

H26年度 269,802,150 163,881,360 216,243,280 649,926,790 新旧制度混在

H27年度 301,136,950 159,122,984 255,700,080 715,960,014 法制化

H28年度 323,262,380 168,503,748 273,499,872 765,266,000

H29年度 329,735,860 167,900,636 295,459,656 793,096,152

H30年度 333,181,900 168,721,616 280,380,484 782,284,000

R１年度 328,727,800 166,648,964 288,935,236 784,312,000

R2年度 331,582,300 166,812,594 253,513,106 751,908,000

R3年度 334,176,700 168,348,891 255,240,408 757,765,999

1,885,847,040 1,952,490,048 1,820,187,816 5,658,524,904

農地維持支払 合計 備考

美農里プロジェクト　予算の推移
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資源向上(共同) (旧 共同）
資源向上(長寿命) (旧 向上）
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令和３年９月２日 

(件名) 

多面的機能支払交付金の県基本方針の一部改正について 
（農地局農地保全課） 

１ 要 旨 

多面的機能支払交付金県基本方針を一部改正し、交付金の対象となる活動を拡充するこ

とで取組面積の拡大を図り、農地の保全及び担い手への農地集積を促進する。 

２ 主な改正内容（案） 

改正箇所 改正内容 改正理由・効果 

農
地
維
持
・
資
源
向
上
（
共
同
） 

以下の対応を可能とする 遊
休
農
地
発
生
防
止 

担
い
手
へ
の
集
積
の

後
押
し 

集
落
機
能
の
向
上 

防
災
力
の
強
化 

良
好
な
農
村
景
観
の

維
持 

遊休農地の発生防止 茶園の台刈り等管理 ○ ○ ○

暗渠施設の清掃 ○ ○ 

農用地進入路の適正管理 ○ ○ ○ ○ 

水路・ため池附帯施設 安全施設の適正管理  ○ ○ ○ 

異常気象時の対応 異常気象前の見回り・対応 ○ ○ ○ 

農道の軽微な補修等 農道の破損個所や老朽化した

箇所の簡易な補強（舗装） 

 ○ ○ ○ 

県、市町が特に認める活動 地域資源を活用した活動によ

る関係人口の創出・拡大 

○ ○ ○ ○ 

ふじのくに美しく品格のある

邑（むら）づくり 

○ ○ ○ ○ 

資
源
向
上
（
長
寿
命
化
） 

水路の補修・更新等 スプリンクラー、空気弁、仕

切弁、制御施設等の老朽化部

分の補修・更新

○ ○ 

田面排水桝の補修・更新 ○ ○ 〇 

水路蓋の設置 ○ ○ ○ ○ 

農地付帯施設等の 

補修・更新等 

鳥獣害対策施設の補修・更新 ○ ○ ○ ○ 

畦畔撤去、簡易整地、客土 ○ ○ 

進入路の補修、設置 ○ ○ ○ ○ 

暗渠排水施設の更新 ○ ○ ○ 

その他、事務簡素化を目的として複数に及ぶ活動項目番号等を集約等 

３ 改正のスケジュール 

６月 ７月 ８月 ９月 10月 

内 

容 

    

情報連絡会・抽出検査等 

(活動組織等の要望)  

全都道府県の要綱基本方針参照 

市町 

農林 

農政局 

素案作成 意見照会 案作成・協議申請 農政局承認・改正 説明会 

市町 

農林 

(Web) 

R3年度から適用 農政局協議申請 

資料2-5
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令和３年 11 月 30 日 

多面的機能支払交付金の活用の具体例「邑マルシェ」 

（農地局農地保全課） 

１ 要旨 

 令和 3年 9月に、多面的機能支払交付金の要綱基本方針を一部改正し、多面的機

能の増進を図る活動として「59 県、市町が特に認める活動：地域資源を活用した

活動による関係人口の創出・拡大」に対し、多面的機能支払交付金を拠出可能とな

ったことを踏まえ、「邑マルシェ」の事案を例に、具体例を示す。 

２ 目的の整理 

以下（１）、（２）より目的は合致する。 

（１）邑マルシェ

農地や美しい景観などの地域資源を次世代に継承するための取組「ふじのく

に美しく品格のある邑」づくりの拡大を目指し、本取組みへの県民意識の向上

と、県民に対し農村地域での活動を促すことを目的としている。 

（２）「59 地域資源を活用した活動による関係人口の創出・拡大」 

 地域資源の役割の維持・発展に繋がる関係人口の創出・拡大を図ることを目

的としている。 

３ 取組の整理 

 以下（１）、（２）より、農地や農村環境の保全活動や農業体験等を通じて、

地域外の住民や組織に対して、取り組み紹介等を行い、関係人口の創出・拡大

に発展させる活動として合致する。 

（１）邑マルシェ

しずおか農山村サポーター「むらサポ」の企業会員である「トヨタカローラ

静岡（株）」の店舗にて開催されるマルシェに「ふじのくに美しく品格のある

邑」として出店し、県民にそれぞれの邑の魅力を、邑の農産物や加工品の販売

や取り組み紹介等によって伝える。 

（２）「59 地域資源を活用した活動による関係人口の創出・拡大」 

 農地や農村環境の保全活動や農業体験等、多面的機能支払交付金の活動を通

じた地域外の住民や組織との交流活動を行う。（前提条件：ふじのくに美しく

品格のある邑（むら）に登録） 

４ 交付金拠出適用範囲 

 多面的機能支払交付金の活動（農地や農村環境の保全活動等）の取り組み紹

介に要した経費（日当、取り組み紹介用資料作成、移動経費） 

・・・別紙 拠出適用範囲表 参照

５ 注意事項 

・農産物や加工品の販売に要する経費（運搬や袋詰め、加工等）は交付金では拠出できない

・交付金により遊休農地を活用して得た副産物（農作物や菜種油等）を販売 する場合、

売り上げは全額、多面的機能支払交付金の活動費に繰り入れなければならない
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拠出適用範囲表 

多面的機能支払交付金の拠出可能範囲を以下に示す 

ふじのくに美しく品格のある邑 

取組内容 多面的機能支払交付金 

活動組織 

その他団体・組織・個人 

取り組みの紹介に要する

人件費（日当） ○ × 
取り組みの紹介に要する

資料の作成に要する費用 ○ × 
取り組みの紹介を行うた

めに必要な移動費用 ○ × 
交付金を活用し遊休農地

を耕作して得られた副産

物（農作物や菜種油等）

の販売に要する経費 

○ 
※但し、売り上げは多面

的機能支払交付金の資源

向上（共同）に全額繰り

入れなければならない。

× 

上記以外の農産物や加工

品の販売に要する経費 × × 

※多面的機能活動交付金を利用する組織が、交付金を使用した活動と分離して行う

活動として、交付金を活用していない農作物や加工品を販売する場合は、交付金の

会計とは分離して会計を行うことで、邑マルシェには参加できます。 

別紙

31



32



- 1 -

（様式第２－６号） 

静岡県 

多面的機能支払の実施に関する基本方針（要綱基本方針） 

１．取組の推進に関する基本的考え方 

静岡県は、農業者の高齢化・減少等に伴う集落機能の低下と担い手の不足等から農地や農業用水等の

資源の保全管理が困難になっている状況や農村の自然環境や景観の保全・形成等の農業の持つ多面的機

能の発揮への県民の要請を踏まえ、平成 19 年度から地域協働による農地・農業用水等の資源の保全管

理と農村環境の保全のための活動に対して支援を行ってきた。 

現在までに地域協働によるこれらの取組は水田を中心に10,000haを超え、一定の成果が得られたが、

依然として脆弱な農業生産構造と農産物を含む経済協定交渉等の国際化の進展や産地間競争の激化に

より、取組の一層の強化と迅速化が必要となっている。 

このような中、県は「静岡県経済産業ビジョン（2018 年３月策定）」において、優良農地の集積によ

る経営耕地面積の拡大による低コスト化を進めるとともに、それにより発生が懸念される集落機能の低

下と環境の悪化に対する対応に取り組み、将来に確保すべき「農業に利用されている農地面積」を

59,200ha 確保することとした。 

本県の農山村づくりにおいて「多彩で高品質な本県農産物の安定供給」と「農業の持つ多面的機能の

発揮」という農山村の重要な役割を将来にわたって維持・発展させていくためには、農業構造の改善と

いう産業政策に合わせ農村の振興を図る必要があることから、農地周りの農業用用排水路等施設の老朽

化への対応や農地の出し手農家の農業への関わりの維持等を可能とする地域主体の保全管理の取組等

の地域政策を強化することが重要である。 

このため、従来の地域協働による農地等の資源や農村環境の保全活動等に加え、農業者や農業団体等

で構成される組織による農業用水や農地の維持に必要な取組に対しても、多面的機能支払交付金により

支援する。 

２．農地維持支払交付金に関する事項 

（１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定

① 地域活動指針策定における基本的考え方

多面的機能支払交付金実施要綱（平成 26 年４月１日付け 25 農振第 2254 号農林水産事務次官

依命通知。以下「実施要綱」という。）に基づく多面的機能支払交付金実施要領（平成 26 年４月

１日付け 25 農振第 2255 号農林水産省農村振興局長。以下「実施要領」という。）別記１－２の

国が定める活動指針及び活動要件を基礎として、本県の農業の特徴である茶畑やみかん畑等の畑

地かんがい施設の適正管理を図るために、防霜施設に関する活動等、地域の実態を踏まえた取組

を追加する。 

また、遊休農地の発生防止や担い手への集積の後押し、良好な農村景観の維持などを一層推進

するため、暗渠排水施設等の維持管理や茶園の台刈り管理等についても、地域の共同管理におけ

る合意により対象活動とする。 

なお、実践活動等の際には、安全な活動に努めるものとする。 

② 地域活動指針に基づき定める要件設定の基本的考え方

ア．地域資源の基礎的保全活動

地域活動指針の「地域資源の基礎的な保全活動」のすべての活動項目を実施する。ただし、

活動の対象となる施設が存在しない活動項目は、除外する。また、点検結果から取り組む必要

がない項目は、実施したものとみなす。

イ．地域資源の適切な保全管理のための推進活動

地域活動指針の「地域資源の適切な保全管理のための推進活動」について、構造変化に対応

した保全管理の目標を１以上定めた上で、その目標を達成するための保全管理の内容、取組方

向、取組内容を１以上選択する。

資料2-6
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なお、対象組織（実施要綱別紙５及び実施要綱別紙６で規定する広域活動組織及び活動組織

をいう。以下同じ。）は、活動計画書に定めた活動期間中に地域資源保全管理構想を策定するも

のとする。

③ 国が定める活動指針及び活動要件に追加する事項等

ア．地域資源の基礎的な保全活動

区 分 活動内容の追加 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ４ 遊休農地発生防止のための保全管理 

□ 農用地の草刈り等

活動内容 農用地の草刈り等や害虫駆除を適正に行い、耕作可能な状態に農用地を保全

管理すること。なお、既遊休農地については、必要に応じて立枯木等支障木

の伐採・除根等も行い、活動期間内に遊休農地を解消すること。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ４ 遊休農地発生防止のための保全管理 

□ 茶園の台刈り等管理

活動内容 遊休農地発生防止のための保全管理の一環として、台刈り等の管理作業の対

策を行うこと 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ４ 遊休農地発生防止のための保全管理 

□ 暗渠排水施設の清掃

活動内容 暗渠施設の排水機能の維持のため、暗渠施設の清掃等を行い、農業生産への

障害が生じないようにすること。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ５ 畦畔・法面・防風林の草刈り 

□ 畦畔・農用地法面等の草刈り

活動内容 ほ場内の作業性の確保、病害虫発生低減等のために、活動計画書に位置付け

た畦畔・農用地法面やその周辺部の草刈り又は除草、立枯木等支障木の伐採

等を行い、農業生産への障害が生じないようにすること。この際には、草刈

り又は除草活動後の草を適正に処理し、刈り取った場所に放置しない。又は、

その場に存置する場合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じない

ようにすること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ５ 畦畔・法面・防風林の草刈り 

□ 防風林の枝払い・下草の草刈り
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活動内容 ほ場隣接の防風林やその周辺部の枝払い、草刈り又は除草、立枯木等支障木

の伐採・除根等の作業により適正な管理を行うこと。この際には、枝払い、

立枯木等支障木の伐採・除根等、草刈り又は除草活動後の草等を適正に処理

し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場合は農業

生産・生活環境への支障がないようにすること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 ６ 鳥獣害防護柵等の保守管理（防風ネット等の適正管理） 

□ 防風ネット等の適正管理 

活動内容 防風ネットや防霜施設周辺の下草刈りや簡易補修等による適正な管理を行う

こと。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路・パイプライン） 

活動項目 ９ 水路附帯施設の保守管理 

□ 安全施設の適正管理 

活動内容 農業用排水路周りの転落防止柵など安全施設の簡易補修等の対策を行う等適

正な管理を行うこと。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加  

 活動区分 実践活動 

 対象施設等 農道 

活動項目 10 農道の草刈り 

 

活動内容 活動計画書に位置付けた農道及び一体的に整備された農用地進入路の路肩・

法面やその周辺部の草刈り、除草又は枝払いを行い、通行及び農業生産に障

害が生じないようにすること。この際には、草刈り又は除草活動後の草を適

正に処理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存置する場

合にあっては、農業生産・生活環境への支障が生じないようにすること。  

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加  

 活動区分 実践活動 

 対象施設等 農道 

活動項目 12 路面の維持 

 

活動内容 活動計画書に位置付けた農道及び一体的に整備された農用地進入路の簡易補

修等、通行の障害をなくすようにすること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 ため池 

活動項目 13 ため池の草刈り 
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□ ため池の草刈り 

活動内容 活動計画書に位置付けたため池やその周辺部の草刈り又は除草、立枯木等支

障木の伐採等を行い、ため池の機能等に障害が生じないようにすること。こ

の際には草刈り又は除草、立枯木等支障木の伐採等活動後の草等を適正に処

理し、刈り取った場所に放置しないこと。又は、その場に存地する場合にあ

っては、ため池の機能及び農業生産・生活環境への支障が生じないようにす

ること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加  

 活動区分 実践活動 

対象施設等 ため池 

活動項目 15 ため池附帯施設の保守管理 

□ 安全施設の適正管理 

活動内容 ため池周りの転落防止柵など安全施設の簡易補修等の対策を行う等適正な管

理を行うこと。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 共通 

活動項目 16 異常気象時の対応 

□ 異常気象前の見回り 

活動内容 洪水、台風、地震、渇水、豪雪、融雪等の異常気象が予見された場合に、十

分に安全を確認した上で、農用地（畦畔、排水口、法面等）、水路、地上部パ

イプライン附帯施設（ポンプ場、調整施設等）農道、ため池及び附帯施設の

見回りを行い、施設状況を把握すること。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 共通 

活動項目 16 異常気象前の応急措置 

□異常気象前の応急措置 

活動内容 異常気象前等の見回りの結果、農用地に障害が生じる状況である場合、又は

水路、農道及びため池に土砂や雑木等がみられたり、施設機能に障害が生じ

るような状況である場合、必要に応じて応急措置を行うこと。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地、水路、農道、ため池 

活動項目 共通 

100 除排雪、融雪剤の散布 

取組内容 融雪による施設の法面等の浸食防止や、施設の適正な維持管理のため、施設

やその周辺部の除排雪や融雪剤を散布すること。 

活動要件 － 

 

イ.地域資源の適切な保全管理のための推進活動 

   追加事項なし 
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④ 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（別紙１） 

静岡県の農地維持支払交付金に関する地域活動指針及び同指針に基づき定める要件は、別紙

１のとおりとする。 

 

（２）交付単価 

① 基本的考え方 

    静岡県の農地維持活動の交付単価については、②に掲げる表のとおりとする。 

ただし、事業計画に定める実施期間中に、対象農用地の地目を変更する場合、当該対象農用地

に係る農地維持支払交付金の交付単価については、地目の変更があった時点の当該期間中に限り、

変更前の地目の単価を適用するものとする。 

② 農地維持支払交付金の交付単価 

適用 地目 
農地維持支払交付金の 

10 アール当たりの交付単価 
左記のうち国の助成 

基本単価 

田 ３，０００円 １，５００円 

畑 ２，０００円 １，０００円 

草地 ２５０円 １２５円 

※県が静岡県多面的機能支払交付金交付要綱（平成 26 年 7 月１日付け農保第 206 号静岡県交通

基盤部長通知。）に基づき国の助成と合わせた金額を市町へ交付する際、対象組織ごとの地目・

面積に応じた農地維持支払交付金の額に１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てること

とする。 

※国の助成の変更等の事情により、市町と協議の上、対象農用地の面積等を調整することを可能

とする。 

 

③ 加算単価 

    事業計画に定める活動期間中に、対象組織において新たに小規模集落（実施要領第１の 12（４）

に定める集落）が保全管理する区域内の農用地を対象農用地とする場合又は事業計画に定める実

施期間終了年度が平成 29 年度であって、平成 30 年度を始期とする新たな事業計画の認定を受け

る対象組織において新たに小規模集落が保全管理する区域内の農用地を対象農用地とする場合

に、当該活動期間中に限り加算できる交付単価（以下「小規模集落支援」という）は、次の表の

とおりとする。 

    ただし、１小規模集落当たりの交付額は、20 万円／年を上限とし、１対象組織当たりの交付額

は、40 万円／年を上限とする。 

    また、事業計画に定める実施期間中に対象農用地の地目を変更する場合、当該対象農用地に係

る加算単価については、地目の変更があった時点の当該期間中に限り、変更前の地目の単価を適

用するものとする。 

適用 地目 
農地維持支払交付金の 

10 アール当たりの交付単価 
左記のうち国の助成 

加算単価 

田 １，０００円 ５００円 

畑 ６００円 ３００円 

草地 ８０円 ４０円 

 

（３）交付金の算定の対象とする農用地 

静岡県の農地維持活動の交付金の算定の対象とする農用地は、次のとおりとする。 

①  農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）第３条第１号に規定する農用地

であって、同法第８条第２項第１号に規定する農用地区域内に存在し、農業の有する多面的機

能の発揮の促進に関する法律（平成 26 年６月法律第 78 号。以下「法」という。）第６条で規定

する農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画（以下「促進計画」という。）において
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法第３条第３項第１号の事業を推進する区域内に存在するもの。 

②  次に掲げる農用地で、市町が、多面的機能の発揮を図ることのできる、かつ、その必要があ

ると認めるもので、促進計画において法第３条第３項第１号の事業を推進する区域内に存在す

るもの。 

  ア．生産緑地法（昭和 49 年６月１日法律第 68 号）第３条第１項の規定により定められた生産

緑地地区内に存する農地 

  イ．地方公共団体との契約、条例等により、多面的機能の発揮の観点から適正な保全管理が図

られている農用地 

  ウ．多面的機能の発揮を図るための取組を上記（３）の①の農用地と一体的に取り組む必要が

あると認められる農用地 

（４）その他必要な事項 

    なし 

 

３．資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）に関する事項 

（１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定 

① 地域活動指針策定における基本的考え方 

 実施要領別記１－２の国が定める活動指針及び活動要件を基礎として、本県の農業の特徴であ

る茶畑やみかん畑等の畑地かんがい施設を適正に管理するために、防霜施設に関する活動等、地

域の実態を踏まえた取組を追加する。 

また、遊休農地の発生防止や担い手への集積の後押し、良好な農村景観の維持などを一層推進

するため、暗渠排水等施設の維持管理等についても、地域の共同管理における合意により対象活

動とする。 

 なお、実践活動等の際には、安全な活動に努めるものとする。 

 

② 地域活動指針に基づき定める要件設定の基本的考え方 

ア．施設の軽微な補修 

活動計画書において、保全管理するものと位置付けた農用地、施設について必要な取組を実

施する。ただし、実施に当たっては、機能診断結果に基づいて実施の必要性を判断する。また、

研修については、各活動組織が活動計画書に定めた活動期間中に１回以上実施する。 

イ．農村環境保全活動 

  テーマを１以上定めた上で、そのテーマに該当する計画策定、啓発・普及及び実践活動のそ

れぞれの取組を毎年度１以上実施する。 

ウ．多面的機能の増進を図る活動 

     任意の取組とし、以下のとおりとする。 

（ア）取組内容を定めた上で、毎年度実施する。 

（イ）広報活動は毎年度実施する。ただし、対象農用地に実施要領第１の４の（８）の農業地

域類型区分の「中間農業地域」若しくは「山間農業地域」が含まれる場合又は実施要領第

１の４の（９）の８法地域に該当する場合は、広報活動の実施を必ずしも求めるものでは

ない。 

 

③ 国が定める活動指針及び活動要件に追加する事項等 

ア．施設の軽微な補修 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 機能診断・計画策定 

対象施設等 ― 

活動項目 29 機能診断・補修技術等に関する研修 

□ 遊休農地の発生防止・解消のための技術に関する研修  
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活動内容 遊休農地の適切な除草管理、遊休農地を復旧する方法等の活動組織の技術

向上対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 機能診断・計画策定 

対象施設等 ― 

活動項目 29 機能診断・補修技術等に関する研修 

□ 野生鳥獣による農業生産への障害を防止するための技術に関する

研修  

活動内容 野生鳥獣による農業生産への障害が生じないようにするため、緩衝地帯等

の設置方法や鳥獣害防護柵等の維持管理の技術向上対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 30 農用地の軽微な補修等 

□ 防風ネットや防霜施設の補修・設置  

活動内容 防風ネットや防霜施設の補修を行うこと。又は新たに防風ネットや防霜施

設を設置すること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 30 農用地の軽微な補修等 

□ 田面排水桝の補修及び設置等  

活動内容 田面排水桝の補修及び設置等を行い、排水路溝畔の崩壊防止、農用地法面

の補強等を行うこと。 

活動要件 水田の貯留機能向上活動を実施していること。 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農用地 

活動項目 

 

農用地 

30 農用地の軽微な補修等（きめ細やかな雑草対策） 

活動内容 畦畔又は農用地法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、

「カバープランツ又はハーブの植栽・管理」、「抑草ネット等の設置」、

又は、「薬剤による地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたって

は、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響

に留意することとし、抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、

必要に応じた適正な管理を行うこと。ただし、「薬剤による地上部の除草」

の薬剤は、地上部のみを枯死させる特別なものに限る。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路 

活動項目 31 水路の軽微な補修等 

□ 安全施設の補修  

活動内容 水路の転落防止柵等の安全施設について、老朽箇所の補修等の対策を行う

こと。 
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活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路 

活動項目 31 水路の軽微な補修等 

□ きめ細やかな雑草対策 

活動内容 水路法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の「カ

バープランツ又はハーブの植栽・管理」、「抑草ネット等の設置」、又は、

「薬剤による地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必

要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意

することとし、抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、必要に

応じた適正な管理を行うこと。ただし、「薬剤による地上部の除草」の薬

剤は、地上部のみを枯死させる特別なものに限る。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 32 農道の軽微な補修等 

□ 破損施設の補修  

活動内容 破損個所や老朽化した箇所の補修、簡易な補強（舗装）等の対策を行うこ

と。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 32 農道の軽微な補修等 

□ きめ細やかな雑草対策 

活動内容 路肩又は法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の

「カバープランツ又はハーブの植栽・管理」、「抑草ネット等の設置」、

又は、「薬剤による地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたって

は、必要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響

に留意することとし、抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、

必要に応じた適正な管理を行うこと。ただし、「薬剤による地上部の除草」

の薬剤は、地上部のみを枯死させる特別なものに限る。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加  

 活動区分 実践活動 

対象施設等 ため池 

活動項目 33 ため池の軽微な補修等 

 □ 安全施設の補修  

活動内容 ため池の転落防止柵等の安全施設について、老朽箇所の補修等の対策を行

うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 ため池 

活動項目 33 ため池の軽微な補修等 

□ きめ細やかな雑草対策 
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活動内容 ため池法面の形状確保や雑草繁茂・病害虫発生の抑制のために、芝等の「カ

バープランツ又はハーブの植栽・管理」、「抑草ネット等の設置」、又は、

「薬剤による地上部の除草」を行うこと。なお、植栽等にあたっては、必

要に応じて有識者の指導・助言を得るなど、地域の生態系への影響に留意

することとし、抑草ネット等については、機能診断結果に基づき、必要に

応じた適正な管理を行うこと。ただし、「薬剤による地上部の除草」の薬

剤は、地上部のみを枯死させる特別なものに限る。 

活動要件 ― 

 

イ．農村環境保全活動 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

テーマ 生態系保全 

活動項目 40 外来種の駆除 

 

活動内容 地域における生物多様性保全及び農作物への被害を防止するため、外来の

魚類等の生物の駆除等の活動を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

テーマ 景観形成・生活環境保全 

活動項目 45 植栽等の景観形成活動 

□ 景観形成のための施設への植栽等  

活動内容 農用地（畦畔、防風林含む）、水路、ため池、農道（路肩含む）や、その

施設周辺を活用して景観を良くするために、花壇、植生土のうの設置や景

観植物の植栽を行うとともに、ゴミの除去等による適正な維持管理を行う

こと。なお、植栽等にあたっては、必要に応じて有識者の指導・助言を得

るなど、地域の生態系への影響に留意すること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

テーマ 景観形成・生活環境保全 

活動項目 45 植栽等の景観形成活動 

□ 農用地等を活用した景観形成活動 

活動内容 ・農用地等の資源が活用されて形成される良好な景観を維持、改善するた

め、農用地周辺の屋敷林の適正管理、廃屋（使用されなくなった農具小屋

等）の撤去又は周辺景観に配慮した利活用、複数の施設の同系色化等の活

動を実施し、景観形成を図ること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

テーマ 水田の貯留機能増進・地下水かん養 

活動項目 48 水田の貯留機能向上活動 

  

活動内容 大雨時の水田での貯留効果を向上させるため、畦畔の嵩上げ、補修、補強

等を行うこと。 

活動要件 ― 
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ウ．多面的機能の増進を図る活動 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 多面的機能の増進を図る活動 

活動項目 53 農地周りの環境改善活動の強化 

 

活動内容 鳥獣被害防止のための対策施設の設置、害獣の捕獲、追い払い・追い上げ

活動、緩衝帯の整備や農地周りの藪等の伐採、農地への侵入竹等の防止等、

農地利用や地域環境の改善のための活動を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 多面的機能の増進を図る活動 

活動項目 59 県、市町が特に認める活動 

□ 地域活動指針に基づく活動 

活動内容 ・県が策定した地域活動指針において、地域の多様な実態を踏まえて追加

した取組について、活動を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 多面的機能の増進を図る活動 

活動項目 59 県、市町が特に認める活動 

□ 地域資源を活用した活動による関係人口の創出・拡大 

活動内容 ・地域資源の役割の維持・発展に繋がる関係人口の創出・拡大を図るため

に、農地や農村環境の保全活動や農業体験等、多面的機能支払交付金の活

動を通じた地域外の住民や組織との交流活動を行うこと。 

活動要件 ふじのくに美しく品格のある邑（むら）に登録、もしくは事前協議中であ

ること。 

 

④ 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（別紙２）   

静岡県の資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）（以下「資源向上支払交

付金（共同）」という。）に関する地域活動指針及び同指針に基づき定める要件は、別紙２のとお

りとする。 

 

  ⑤ 水田貯留機能強化計画書の策定について 

資源向上活動における水田の雨水貯留機能の強化(田んぼダム)を推進する活動を実施する場合

は、県知事と協議の上、水田貯留機能強化計画を策定するものとする。対象組織は、市町村の策

定する水田貯留機能強化計画に基づき、水田の雨水貯留機能強化に係る実施面積、年度別計画及

び位置図を事業計画書に記載するものとする。 

（２）交付単価 

① 基本的考え方 

ア．基本単価 

静岡県の資源向上支払交付金(共同)の交付単価については、②に掲げる表に定めるとおりと

する。 

イ．継続地区の交付単価 

地域共同による農地・農業用水等の資源の質的向上活動が定着してきたことを踏まえ、法に

基づき市町長から認定を受けた事業計画において対象となる資源として位置付けて資源向上

活動（共同）を５年間以上実施した農用地又は資源向上活動（施設の長寿命化のための活動）

（以下「資源向上活動（長寿命化）」という。）の対象農用地については、②及び③の表中の基

本単価に 0.75 を乗じて得た額を交付単価とする。        
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ウ．多面的機能の増進を図る活動の取扱い 

多面的機能の増進を図る活動に取り組まない場合には、別に農村振興局長の定めがある場合

を除き、当該支払の交付単価に 5/6 を乗じた額を交付単価とする。 

 

②資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）の交付単価 

適用 地目 

資源向上支払交付金（共

同）の 10 アール当たりの

交付単価 

左記のうち国の助成 

基本単価（交付要件等を満たして

いる地区のうち、活動の採択を受

けてから５年未満の農用地） 

田 ２，４００円 １，２００円 

畑 １，４４０円 ７２０円 

草地  ２４０円  １２０円 

継続単価（交付要件等を満たして

いる地区のうち、活動を５年間以

上実施した農用地及び資源向上活

動（長寿命化）の対象農用地） 

田 １，８００円 ９００円 

畑 １，０８０円 ５４０円 

草地  １８０円  ９０円 

※県が静岡県多面的機能支払交付金交付要綱（平成 26 年 7 月１日付け農保第 206 号静岡県交通基

盤部長通知。）に基づき国の助成と合わせた金額を市町へ交付する際、対象組織ごとの地目・面積

に応じた資源向上支払交付金（共同）の額に１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てる

こととする。 

※国の助成の変更等の事情により、市町と協議の上、対象農用地の面積等を調整することを可能

とする。 

 

 ③ 加算単価 

ア 多面的機能の更なる増進に向けた活動への支援 

多面的機能の増進を図る活動に取り組んでいる対象組織が、事業計画に定める活動期間中に、

農村振興局長が別に定める多面的機能の増進を図る活動の取組から新たに取り組みを選択し、

１取組以上追加する場合又は新たに設立する対象組織及び多面的機能の増進を図る活動に取

り組んでいない対象組織が、事業計画に定める活動期間中に農村振興局長が別に定める多面的

機能の増進を図る活動の取組（ただし、広報活動を除く。）から２取組以上選択して取り組む

場合に、当該活動期間中に限り加算できる交付単価は、次の表のとおりとする。  

 

適用 地目 

資源向上支払交付金（共

同）の 10 アール当たりの

交付単価 

左記のうち国の助成 

基本単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動の採択を受けて

から５年未満の農用地） 

田 ４００円 ２００円 

畑 ２４０円 １２０円 

草地 ４０円 ２０円 

継続単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動を５年間以上実

施した農用地及び資源向上活動（長

寿命化）の対象農用地） 

田 ３００円 １５０円 

畑 １８０円 ９０円 

草地 ３０円 １５円 

 

  イ 農村協働力の深化に向けた活動への支援 

     アの支援を受ける対象組織であって、次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかに該当する活動を行

う場合に、当該活動期間中に限りアの表中の単価に更に加算できる交付単価は、次の表のとお

りとする。 

    （ａ）農業者以外の者が構成員のうち４割以上を占め、かつ、当該対象組織の活動に参加する
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個人及び団体の構成員の合計のうち８割以上が参加する実践活動を毎年度行う場合 

    （ｂ）農業者以外の者が構成員のうち４割以上を占め、かつ、役員に女性が２名以上選任され

ている場合で、当該対象組織の活動に参加する個人及び団体の構成員の合計のうち６割以

上が参加する実践活動を毎年度２種以上それぞれ別の日に行う場合 

適用 地目 

資源向上支払交付金（共

同）の 10 アール当たりの

交付単価 

左記のうち国の助成 

基本単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動の採択を受けて

から５年未満の農用地） 

田 ４００円 ２００円 

畑 ２４０円 １２０円 

草地 ４０円 ２０円 

継続単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動を５年間以上実

施した農用地及び資源向上活動（長

寿命化）の対象農用地） 

田 ３００円 １５０円 

畑 １８０円 ９０円 

草地 ３０円 １５円 

 

  ウ 水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援 

    事業計画に定める活動期間中に、次の(a)または(b)のいずれかに該当する活動を行う場合に加

算できる交付単価は、次の表のとおりとする。 

   (a)資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全体のうち５割以上において、田の雨水貯留

機能の強化を目的として、大雨時の水田からの排水を調節するため、水田の落水口に排水調整板

の設置等を行う場合（加算対象面積は当該活動を実施する活動組織の対象農用地面積のうち田面

積全体とする） 

    (b)広域活動組織にあっては、当該活動を実施する集落ごとに、資源向上支払（共同）の交付

を受ける集落内の田面積全体のうち５割以上において、田の雨水貯留機能の強化を目的として、

大雨時の水田からの排水を調整するため、水田の落水口に排水調整板の設置等を行う場合（加算

対象面積は当該活動を実施する各集落の対象農用地面積のうち田面積全体の合計とする） 

適用 地目 

資源向上支払交付金（共

同）の 10 アール当たりの

交付単価 

左記のうち国の助成 

基本単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動の採択を受けて

から５年未満の農用地） 

田 ４００円 ２００円 

継続単価（交付要件等を満たしてい

る地区のうち、活動を５年間以上実

施した農用地及び資源向上活動（長

寿命化）の対象農用地） 

田 ３００円 １５０円 

 

（３）交付金の算定の対象とする農用地 

静岡県の資源向上支払交付金（共同）の算定の対象とする農用地は、次のとおりとする。 

① 農業振興地域の整備に関する法律第３条第１号に規定する農用地であって、同法第８条第２項

第１号に規定する農用地区域内に存在し、法第６条で規定する促進計画において法第３条第３項

第１号の事業を推進する区域内に存在するもの。 

②  次に掲げる農用地で、市町が、多面的機能の発揮を図ることのできる、かつ、その必要があ

ると認めるもので、促進計画において法第３条第３項第１号の事業を推進する区域内に存在す

るもの。 

  ア．生産緑地法第３条第１項の規定により定められた生産緑地地区内に存する農地 

  イ．地方公共団体との契約、条例等により、多面的機能の発揮の観点から適正な保全管理が図

られている農用地 
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    ウ．多面的機能の発揮を図るための取組を上記３の（３）の①の農用地と一体的に取り組む必

要があると認められる農用地 

 

（４）その他必要な事項 

    なし 

 

４．資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）に関する事項 

（１）地域活動指針の策定及び同指針に基づき定める要件の設定 

① 地域活動指針策定における基本的考え方 

実施要領別記１－２の国が定める活動指針及び活動要件を基礎とし、本県の農業の特徴であ

る茶畑やみかん畑等の畑地かんがい施設を適正に管理するために、防霜施設に関する活動等、

地域の実態を踏まえた施設や対象活動を追加する。 

また、遊休農地の発生防止や担い手への集積の後押し等を目的とし、畦畔の撤去や暗渠排水

等施設の補修・更新等についても、地域の共同管理における合意により対象活動とする。 

なお、実践活動等の際には、安全な活動に努めるものとする。 

 

 ② 地域活動指針に基づき定める要件設定の基本的考え方 

    工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する場合の取扱いは次によるほか、別途定めるこ

ととする。 

   ア．工事１件あたり２百万円以上の活動を実施する要件 

    ａ 対象施設・対象活動 

地域共同により管理している農地周りの水路、農道、農用地及びため池を対象施設 

とし、これら施設の長寿命化のための補修又は更新等を対象活動とする。 

 

    ｂ  内容について市町から県に協議を求める場合の要件 

対象施設等の緊急度を踏まえ、以下の場合に限り、県と協議の上、実施できるものとする。 

・適用可能な事業がない。 

・県や市町予算の状況、事業執行体制等から別事業での実施が困難。 

 

    ｃ 市町の役割 

      市町は、他の補助事業での実施の可否の判定や必要な指導等を行う。 

 

ｄ 県又は推進組織が行う技術的指導の内容 

県は、活動の実施にあたり現地調査等により整備内容や工法の確認を行う。また、施工時

や工事完了後に実施状況の確認を行い、必要な助言を行う。 

県は、技術的指導の実施者を市町とすることができる。 

 

③ 地域の状況に応じて追加する農地に係る施設や対象活動  

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 

 

61 水路の補修 ①水路本体 

□ 水路の破損部分の補修 

活動内容 ひび割れや部分的な欠損、側壁の倒壊、水路底の洗掘など、水路の一部区

間が破損している場合、破損状況に応じた工法による補修等の対策を行う

こと。 

活動要件 － 
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区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 61（旧 101） 水路の補修 ②附帯補修 

□ ファームポンド（貯水施設）、ポンプ小屋、圧力タンクの老朽化部

分の補修 

活動内容 ファームポンド（貯水施設）、ポンプ小屋、圧力タンク等の破損や老朽化部

分の補修等の対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 61（旧 102） 水路の補修 ②附帯補修 

□ 給水栓、スプリンクラー、空気弁、仕切弁、制御施設等の老朽化部

分の補修等 

活動内容 共同管理している給水栓、スプリンクラー、空気弁、仕切弁、制御施設等

の破損や老朽化部分の補修等の対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 62 水路の更新等 ②附帯施設 

□ 田面排水桝の更新 

活動内容 田面排水桝の破損や老朽化した箇所の更新等の対策を行うこと。 

活動要件 水田の貯留機能向上活動を実施していること 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 62 水路の更新等 ②附帯施設 

□ 水路蓋の設置 

活動内容 土砂、落葉、雪等の水路内への流入により、水路を閉塞し越流し水路法面

の破損、水路本体に影響を与える箇所に新たな蓋を設置することにより対

策を行うこと。 

活動要件 ― 

  区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路 

活動項目 62 水路の更新等 ②附帯施設 

□ 刈草等の集積施設の設置  

活動内容 刈草等の下流域への流出等を防止するため、スクリーン（刈草等を集積す

るもの）を設置すること。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 62（旧 103） 水路の更新等 ②附帯施設 

□ 分水栓、バルブ、給水タンク等の老朽化した附帯設備の更新等 
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活動内容 分水栓、バルブ、給水タンク等の老朽化した附帯施設の更新等することに

よる対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 62（旧 104） 水路の更新等 ②附帯施設 

□ ファームポンド（貯水施設）やポンプ小屋等の管理用地の舗装 

活動内容 ファームポンド（貯水施設）やポンプ小屋等の管理用地が未舗装で、パイ

プライン附帯設備の維持管理等に支障が生じている場合、路面を舗装する

ことによる対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 水路（開水路、パイプライン） 

活動項目 62（旧 105） 水路の更新等 ②附帯施設 

□ 給水栓、スプリンクラー、空気弁、仕切弁、制御施設等の老朽化部

分の更新等 

活動内容 共同管理している給水栓、スプリンクラー、空気弁、仕切弁、制御施設等

の老朽化部分の更新等することによる対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 

 

63 農道の補修 ①農道本体 

□農道路肩、農道法面及び一体的に整備された農用地進入路の補修 

活動内容 ・農道路肩、農道法面及び一体的に整備された農用地進入路に侵食や土砂

の崩壊などが生じている場合、当該箇所の状況に応じた工法による補修等

の対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 

 

63（旧 106） 農道の補修 ②附帯施設 

□ 索道・軌道の補修 

活動内容 農地に接する部分に支障が生じている索道・軌道について部分的な補修な

どの対策を行うこと。ただし、共同利用及び共同管理しているものに限り、

駆動部の補修は除く。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 

 

活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 

 

64 農道の更新等 ①農道本体 

□未舗装農道及び一体的に整備された農用地進入路を舗装（砂利、コン

クリート、アスファルト） 

活動内容 ・未舗装農道及び一体的に整備された農用地進入路において、農道の維持

管理等に支障が生じている場合、新たに路面を舗装することによる対策を

行うこと。 
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活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農道 

活動項目 64（旧 107） 農道の更新等 ②附帯施設 

□ 索道・軌道の補修 

活動内容 農地に接する部分に支障が生じている索道・軌道についてレール一路線す

べての更新などの対策を行うこと。ただし、共同利用及び共同管理してい

るものに限り、駆動部の補修は除く。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 ため池 

活動項目 65(旧 112) ため池の補修 ①ため池本体 

□ 浚渫すべき土砂量を把握及び浚渫 

活動内容 堤体等の安定性を確保し、下流域の洪水被害や土砂流出被害を軽減するた

め、ため池又は沈砂池において浚渫すべき土砂量を事前に把握し、浚渫を

行う等の対策を行うこと。 

活動要件 － 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 120(旧 108) 農地附帯施設の補修  

□ 防風ネット等の補修 

活動内容 防風ネットや防霜施設の破損個所や老朽化部分の補修等の対策を行うこ

と。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 

 

120(旧 109) 農地附帯施設の補修  

□ 排水施設の補修 

活動内容 排水施設の破損個所や老朽化部分の補修等の対策を行うこと。ただし、排

水施設の補修は、遊休農地発生防止のための保全管理の一環として、対象

組織で合意された場合のみ対象とする。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 120 農地附帯施設の補修  

□ 鳥獣害対策施設の補修等 

活動内容 鳥獣害防護柵に劣化、破損などがある場合、補修等の対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 120 農地附帯施設の補修  
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 □ 畦畔撤去、簡易整地 

活動内容 遊休農地発生防止のため、狭小な区画の畦畔撤去や簡易整地を行う等の対

策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 

 

120 農地附帯施設の補修  

□ 客土 

活動内容 遊休農地発生防止のため、高低差等のために、作業に影響をきたすと認め

られる場合、土を補填する。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 

 

130(旧 110) 農地附帯施設の更新  

□ 防風ネット等の更新 

活動内容 老朽化等により機能に支障が生じている防風ネットや防霜施設の更新等の

対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 130 農地附帯施設の更新  

□ 鳥獣害対策施設の更新 

活動内容 鳥獣害防止のため、防護柵の設置や更新等の対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 

 

130(旧 111) 農地附帯施設の更新  

□ 暗渠排水施設の更新 

活動内容 湿潤な農用地で農業用機械による農作業に支障が生じている場合、遊休農

地発生防止のため暗渠排水施設を更新することによる対策を行うこと。 

活動要件 ― 

区 分 活動内容の追加 

 活動区分 実践活動 

対象施設等 農地 

活動項目 130(旧 111) 農地附帯施設の更新  

□ 暗渠排水施設の再生  

活動内容 暗渠施設の機能を維持するために、暗渠排水施設の補修や殻疎水材の補充

等を行うこと。 

活動要件 ― 

   ※農地に係る施設や対象活動については、対象組織が管理する水路、農道等の施設の長寿命化の

ための活動を行った上で実施することができるものとする。 
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④ 地域活動指針及び同指針に基づき定める要件（別紙３） 

静岡県の資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）（以下「資源向上支払交付金

（長寿命化）」という。）に関する地域活動指針及び同指針に基づき定める要件は、別紙３のと

おりとする。 

 

（２）交付金の算定の対象とする農用地 

静岡県の資源向上支払交付金（長寿命化）の算定の対象とする農用地は、次のとおりとする。 

① 農業振興地域の整備に関する法律第３条第１号に規定する農用地であって、同法第８条第２項

第１号に規定する農用地区域内に存在し、法第６条で規定する促進計画において法第３条第３項

第１号の事業を推進する区域内に存在するもの。 

②  次に掲げる農用地で、市町が、多面的機能の発揮を図ることのできる、かつ、その必要があ

ると認めるもので、促進計画において法第３条第３項第１号の事業を推進する区域内に存在す

るもの。 

  ア．生産緑地法第３条第１項の規定により定められた生産緑地地区内に存する農地 

  イ．地方公共団体との契約、条例等により、多面的機能の発揮の観点から適正な保全管理が図

られている農用地 

    ウ．多面的機能の発揮を図るための取組を上記４の（２）の①の農用地と一体的に取り組む必

要があると認められる農用地 

 

（３）その他必要な事項 

① 資源向上支払交付金（長寿命化）の交付単価 

適用 地目 

資源向上支払交付金（長

寿命化）の 10 アール当

たりの交付単価 

左記のうち国の助成 

交付要件等を満たしている取

組地区 

田 ４，４００円 ２，２００円 

畑 ２，０００円 １，０００円 

草地  ４００円  ２００円 

※県が静岡県多面的機能支払交付金交付要綱（平成 26 年 7 月１日付け農保第 206 号静岡県交通基

盤部長通知。）に基づき国の助成と合わせた金額を市町へ交付する際、対象組織ごとの地目・面積

に応じた資源向上支払交付金（長寿命化）の額に１円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨

てることとする。 

※国の助成の変更等の事情により、市町と協議の上、対象農用地の面積等を調整することを可能

とする。 

 

②  交付金の算定 

 ４の（３）①に規定する地目ごとの交付単価（実施要綱別紙５の第３に定める要件を満たさ

ず、かつ直営施工を実施しない活動組織にあっては、当該単価に５／６を乗じて得た額）をそ

れぞれ該当する対象農用地の面積に乗じて得た金額の合計額を交付上限額とする。また、実施

要綱別紙５の第３に定める要件を満たさない活動組織の場合は、当該金額又は保全管理する区

域内に存在する集落数に 200 万円を乗じて得た額のいずれか小さい額とする。 

 

５．広域協定の規模 

（１）静岡県内においては、実施要項別紙５の要件を満たす場合、広域協定の対象とする区域が、昭和

25 年２月１日時点の市町村区域程度、又は 200ha 以上の規模を有していれば、広域活動組織を設立

することができる。 

 

（２）（１）の規定にかかわらず、実施要綱別紙５の要件を満たし、生産条件が不利な農用地等が存在

する地域として、次のいずれかの指定地域が協定の対象となる区域に含まれている場合、広域協定
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の対象とする区域が 50ha 以上の規模を有している、又は協定に参加する集落が３集落以上であれ

ば、広域活動組織を設立することができる。 

  ① 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律（平成５年法

律第 72 号）第２条第４項の規定に基づき公示された特定農山村地域 

  ② 山村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）第７条第１項の規定に基づき指定された振興山村 

  ③ 過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）第２条第２項の規定に基づき公示され

た過疎地域（同法第 33 条第１項又は第２項の規定により過疎地域とみなされる区域を含む） 

  ④ 半島振興法（昭和 60 年法律第 63 号）第２条第１項の規定に基づき指定された半島振興対策実

施地域 

  ⑤ 離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）第２条第１項の規定に基づき指定された離島振興対策実

施地域 

  ⑥ 棚田地域振興法（令和元年法律第 42 号）第７条第１項の規定に基づき指定された指定棚田地

域 

 

６．地域の推進体制 

（１）基本的な考え方 

   本交付金による取組の推進にあたっては、県、市町、農業者団体、集落等の緊密な連携により実

施することが必要であることから、本県では、県、市町、農業者団体等から構成する地域協議会を

実施要綱別紙４の第１に規定する推進組織として位置づけることとする。 

  

（２）関係団体の役割分担 

① 静岡県 

ア．法第５条で規定する農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する基本方針を策定する。 

イ．実施要綱第３の２（１）に基づき、多面的機能支払の実施に関する基本方針を策定する。 

ウ．法第６条で規定する「促進計画」について、市町と協議を行う。 

エ．本交付金の評価を行うため、第三者委員会を設置・運営する。 

オ．他の県事業と連携して、説明会の開催や指導等を実施する。 

② 市町 

 ア．促進計画を作成し、県と協議を行う。 

 イ．管内の広域活動組織の広域協定並びに対象組織の事業計画を認定する。 

 ウ．本交付金について、対象組織から提出された申請書等を審査するとともに、対象組織の代表

者に交付金の交付額等を通知し、多面的機能支払交付金の交付を行う。 

エ．毎年度、対象組織の本交付金に係る活動の履行確認を行う。 

オ．他の市町事業と連携して、説明会の開催や指導等を実施する。 

③ 地域協議会 

ア． 毎年度、対象組織に対して説明会を開催し、本交付金の実施に必要な事項を周知する。 

イ．本交付金の普及・推進を図るため、推進に関する研修会の開催、手引きの作成などを行う。 

ウ． 対象組織の事務手続きの支援等を行う組織の特定非営利法人化に対して、支援を行う。 

 

（３）市町等への推進交付金の交付の方法 

市町及び地域協議会への推進交付金は、国から静岡県に交付を受けた額のうち、市町推進事業・

推進組織推進事業の実施に必要な経費の一部を静岡県から交付するものとする。 

 

【参考添付資料】 

（参考１）関係団体の役割分担表 

（参考２）実施体制図 
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＜参考１＞ 

関係団体の役割分担表 

 

事業内容 
実施主体 

備考 

静岡県 関係市町 
推進組織 

（地域協議会） 

多面的機能支払交付金    実施主体は

活動組織又

は広域活動

組織 

日本型直接支払推進交付金（うち多面的機能支払交付金に係る推進事業） 

 １．法基本方針の策定 ○    

２．促進計画の策定  ○   

３．第三者機関の設置、運営 ○    

４．要綱基本方針の策定 ○    

５．（１）事業計画の指導・審査  ○   

  （２）事業計画の認定  ○   

  （３）長寿命化整備計画の協議 ○ ○   

６．（１）広域協定の指導、審査  ○   

  （２）広域協定の認定  ○   

７．（１）実施状況確認  ○   

  （２）実施状況報告  ○   

８．推進・指導 

 （１）活動組織等への説明会 ○ ○ ○  

（２）活動に関する指導、助言 ○ ○ ○  

（３）推進に関する手引き等の作成   ○  

（４）活動組織を支援する組織への支援 ○ ○   

９．（１）交付申請書等の審査 ○ ○   

  （２）通知・交付 ○ ○   

10．その他推進事業の実施に必要な事項 

 （１）地域協議会の総会の開催   ○  

（２）地域協議会の規約等の策定   ○  

（３）その他の事業を実施する上で必要な活動 ○ ○ ○  
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＜参考２＞ 

実施体制図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活動組織及び広域活動組織 

（農地維持活動及び資源向上活動の実施） 

国（関東農政局） 

静 岡 県 
（基本方針等の策定 等） 

市   町 
（事業計画認定、交付・申請事務、確認事務 等） 

地域協議会 
（推進・指導・活動組織への支援 等） 
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機密性２情報   多面的機能支払交付金担当者限り

事 務 連 絡 

令和３年４月 21 日 

各地方農政局農村振興局農地整備課長 

 北海道農政部農村振興局農村設計課長 殿 

内閣府沖縄総合事務局農林水産部農村振興課長 

農林水産省農村振興局整備部農地資源課 

多面的機能支払推進室長 

多面的機能支払交付金の都道府県中間評価書の報告について 

 多面的機能支払交付金（以下、「本交付金」という。）については、国と都道府県のそれぞれに第

三者機関を設置し、交付状況の点検及び効果の評価を行い、施策に反映することとしています。 

 令和３年度は第Ⅱ期（令和元年～５年）の中間年度に位置していることから、年度末に中間評価

を行うこととしており、国の評価にあたっては、都道府県における評価を参考とすることが重要と

考えています。 

 つきまして、都道府県における中間評価について、下記のとおりご報告いただきますよう、管内

都府県への協力を依頼願います。 

記 

１．報告項目（イメージ）：別紙のとおり 

２．報告様式：別添「多面的機能支払交付金 都道府県中間評価報告書（案）」のとおり 

３．報告期限：令和３年 10 月１日 中間評価報告書案 

令和４年１月７日  中間評価報告書 

４．報告先 ：農地資源課多面的機能支払推進室 

課長補佐（企画班） 浜崎 hiromasa_hamasaki860@maff.go.jp 

調整係長      菊池 masaru_kikuchi200@maff.go.jp 

資料3

都県担当者限り

55



評
価
の

進
め
方

第
三
者

委
員
会

検
討
事

項

・
取
組
の
点
検

・
評
価
の
考
え
方

・
効
果
の
評
価
手
法

（
案
）
の
整
理

・
取
組
の
点
検

・
定
性
的
評
価
調
査

実
施

・
本
交
付
金
と
S
D
G
s

と
の
関
わ
り
の
整

理

・
取
組
の
点
検

・
定
量
的
評
価
調
査

実
施

・
中
間
評
価
（
と
り

ま
と
め
）

定
性
的
評
価
・
定

量
的
評
価
・
S
D
G
s

と
の
関
わ
り

等

・
取
組
の
点
検

・
施
策
の
評
価
に
向

け
た
追
加
調
査
項

目

施
策
評
価
の
と
り
ま

と
め

１

１
施

策
の

評
価

の
進

め
方

○
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
の
交
付
が
計
画
的
か
つ
効
果
的
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
、
取
組
状
況
の
点
検
や
制
度
の
効
果
等
の
検
証
を
行
い
、

施
策
に
反
映
。

○
第
三
者
委
員
会
に
お
け
る
検
討
を
踏
ま
え
、
３
年
目
(
令
和
３
年
度
)
に
中
間
評
価
、
５
年
目
(
令
和
５
年
度
)
に
施
策
評
価
を
実
施
。

令
和
元
年
度

（
１
年
目
）

令
和
２
年
度

（
２
年
目
）

令
和
３
年
度

（
３
年
目
）

令
和
４
年
度

（
４
年
目
）

令
和
５
年
度

（
５
年
目
）

施 策 評 価

・
評

価
項

目
・
調

査
・
分

析
方

法

・
活

動
状

況
の

分
析

・
ア
ン
ケ
ー
ト
調

査
・
事

例
収

集

取 組 の 検 証中
間

評
価

課 題 の 整 理 等

と り ま と め
調

査
･分

析

施
策

評
価

の
方

法
検

討

取
組

点
検

取
組

へ
の

反
映

取
組

点
検

取
組

へ
の

反
映

取
組

点
検

取
組
へ

の
反

映
取
組

点
検

取
組
へ

の
反

映

施 策 へ の 反 映

追
加

調
査

･分
析

施
策

評
価

の
方

法
検

討

R
3
.
3
.
4
　
第
三
者
委
員
会
資
料
よ
り
抜
粋
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○
都
道
府
県
の
第
三
者
委
員
会
は
、
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
実
施
要
綱
に
基
づ
き
、

ア
）
交
付
金
の
実
行
状
況
の
点
検
、
イ
）
活
動
組
織
の
取
組
の
評
価
等
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
各
都
道
府
県
単
位
で
設
置
し
て
い

る
。

○
中
間
評
価
で
は
、
活
動
組
織
の
自
己
評
価
等
に
基
づ
く
市
町
村
評
価
の
報
告
も
参
考
に
、
都
道
府
県
の
第
三
者
委
員
会
で
評
価
す
る
。

国 の
第
三
者
委
員
会
は
、
都
道
府
県
の
第
三
者
委
員
会
の
評
価
結
果
も
踏
ま
え
て
、
中
間
評
価
を
行
い
施
策
に
反
映
す
る
。

目
的
：
実
行
状
況
の
点
検
、
活
動
組
織
の
取
組
の
評
価
等

・
取

組
面

積
、
活

動
組

織
数

①
実
施
状
況

・
活
動
実
績
（
実
施
項
目
数
、
実
施
割
合
等
）

・
交

付
金

の
支

出
内

訳
・
活

動
参

加
人

数
等

②
活
動
組
織
の
自
己
評
価
に
基
づ
く
市
町
村
の
評
価

目
的
：
当
該
交
付
金
の
交
付
が
計
画
的
か
つ
効
果
的
に
実
施
さ

れ
る
よ
う
、
交
付
状
況
の
点
検
及
び
効
果
を
評
価

・
取

組
面

積
、
活

動
組

織
数

①
実

施
状
況

・
活
動
実
績
（
実
施
項
目
数
、
実
施
割
合
等
）

・
交

付
金

の
支

出
内

訳
・
活

動
参

加
人

数
等

②
活
動
組
織
の
自
己
評
価
に
基
づ
く
都
道
府
県
の
評
価

③
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
な
ど
追
加
調
査
に
よ
る
評
価

・
地

域
資

源
の

保
全

管
理

・
農

村
環

境
の

保
全

・
向

上
・
農
業
用
施
設
の
機
能
増
進

・
農
村
地
域
の
活
性
化

・
構
造
改
革
の
後
押
し
等
地
域
農
業
へ
の
貢
献

国
第

三
者

委
員

会
都

道
府

県
第

三
者

委
員

会

交
付

金
の

実
行

状
況

の
点

検

５
中

間
評

価
の

体
制

活
動

組
織

の
取

組
の

評
価

交
付

金
の

交
付

状
況

の
点

検

施
策

に
反

映

効
果

の
評

価

活
動
組
織
の
活
動
実
績
・
自
己
評
価

等
を
も
と
に
、
市
町
村
が
評
価

市
町

村

活
動
実
績
、
自
己

評
価
等

活
動

組
織

1
0

報 告

報 告

報
告
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（
参
考
）
都
道
府
県
か
ら
の
中
間
評
価
の
報
告
項
目
イ
メ
ー
ジ

第
１
章

取
組
の
基
本
方
針

１
．
基
本
的
な
考
え
方

２
．
農
地
維
持
支
払
に
関
す
る
事
項

３
．
資
源
向
上
支
払
（
共
同
）
に
関
す
る
事
項

４
．
資
源
向
上
支
払
（
長
寿
命
化
）
に
関
す
る
事
項

５
．
そ
の
他
推
進
体
制
等

第
２
章

取
組
の
状
況

１
．
取
組
実
績

（
１
）
市
町
村
数

（
２
）
活
動
組
織
数

（
３
）
取
組
面
積

（
４
）
対
象
施
設
等

（
５
）
交
付
金
額

２
．
多
面
的
機
能
支
払
交
付
金
か
ら
創
設
さ
れ
た
活
動
項
目
の
取
組
状
況

（
１
）
農
地
維
持
活
動
に
お
け
る
「
地
域
資
源
の
適
切
な
保
全
管
理
の

た
め
の
推
進
活
動
」

（
２
）
資
源
向
上
活
動
（
共
同
）
に
お
け
る
「
多
面
的
機
能
の
増
進
を

図
る
活
動
」

第
３
章

取
組
に
よ
る
効
果

１
．
評
価
の
視
点
と
調
査
方
法

２
．
効
果
の
発
現
状
況

（
１
）
地
域
資
源
の
保
全
管
理

（
２
）
農
業
用
施
設
の
機
能
増
進

（
３
）
農
村
環
境
の
保
全
・
向
上

（
４
）
自
然
災
害
の
防
災
・
減
災
・
復
旧

多
面

的
機

能
支

払
交

付
金

都
道

府
県

中
間

評
価

書
の

項
目

(
案

)

1
1

（
５
）
農
村
の

地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
強
化
へ
の
貢
献

→

（
６
）
構
造
改

革
の
後
押
し
等
地
域
農
業
へ
の
貢
献

→

第
４
章

取
組
の

推
進
に
関
す
る
課
題
や
今
後
の
取
組
方
向
等

１
．
課
題
と
今
後

の
取
組
方
向

２
．
制
度
に
対
す

る
提
案
等

（
参
考
）
都
道
府

県
独
自
の
取
組

資
源
と
環
境

社
会

経
済
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２
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
と
本

交
付

金
の

整
理

に
つ
い
て

○
持
続
可
能
な
開
発
目
標
（
以
下
「
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
」
と
い
う
。
）
は
、
持
続
可
能
な
世
界
を
目
指
す
国
際
目
標
で
あ
る
。

○
一

方
、

多
面
的
機

能
支

払
交

付
金
は
、
地

域
の
共

同
活
動
に

よ
っ

て
支

え
ら
れ
て

い
る

多
面

的
機
能
の

発
揮

に
支

障
が
生

じ
つ

つ
あ

る
中

、
地
域

資
源
の

適
切
な

保
全
管

理
を
推

進
す
る

な
ど
、

農
用
地

、
水

路
、
農
道

等
の
地

域
資
源

の
保
全

管
理

に
資

す
る
各

種
の
取

組
が

地
域

住
民
に

よ
る
共

同
活
動

に
よ
り

営
ま
れ

、
良
好

な
地
域

社
会
の

維
持
及

び
形
成

に
重
要

な
役

割
を

果
た
す

も
の
で
あ

る
。

○
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
と
本
交

付
金

の
活

動
目
標
は
、

持
続
可

能
な
社
会

を
目

指
す

点
に
お
い

て
共

通
し

て
お
り
、

親
和

性
が

高
い
も

の
と

考
え
ら

れ
る
。

○
こ

の
た

め
、
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ

と
本

交
付
金
の
活

動
内
容

の
関
係
性

か
ら

、
具

体
的
に
共

通
す

る
部

分
を
確
認

し
、

本
交

付
金
の

活
動

が
、
持

続
可
能
で

よ
り

よ
い

世
界
を
目

指
す

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
の
達

成
に

ど
の

よ
う
に
貢

献
し

て
い

る
か
整
理

す
る

こ
と

と
す

る
。

1
5

持
続
可
能
な
世
界

（
S
D
G
ｓ
が
目
指
す
目
標
）

良
好
な
地
域
社
会
の
維
持
・
形
成

（
本
交
付
金
が
目
指
す
目
標
）

図
：
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
と
本
交

付
金
の
活
動
目
標
の
関
係
性
（
イ
メ
ー
ジ
）

2
0
1
5
年

国
連
に
お
い
て
持

続
可

能
な
社

会
を
つ
く
る
た
め

1
7
の
目

標
と

1
6
9
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
か
ら
構
成
さ

れ
る
「
持
続
可
能
な
開

発
目

標
（
S
D

G
s）
」
を
採

択
。
そ
の
達
成
に
向

け
て
世

界
各
国
で
取
組
を
実
施

。

（
１
）
持

続
可

能
な
開

発
目

標
（
S
D

G
s）
と
本

交
付

金
活

動
と
の

関
わ

り
に
つ
い
て

R
3
.3
.4
　
第

三
者

委
員

会
資

料
抜

粋
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○
一

方
、

本
交
付
金

の
活

動
の

効
果
を
評
価

す
る
際

は
、
「
Ⅰ

.資
源

と
環
境

」
、
「

Ⅱ
.社

会
」
、

「
Ⅲ
.経

済
」

の
３
つ

の
視

点
か
ら

検
討
し
て

い
る

。

○
こ

れ
ら

の
相
互
の

関
係

性
に

つ
い
て
も
、

「
Ⅰ

.資
源

と
環
境

」
は

、
地

域
資
源
の

適
切

な
保

全
管
理
や

農
村

環
境

の
保

全
・

向
上
等

の
活
動
を

通
じ

て
「

Ⅱ
.社

会
」

に
あ

る
農

村
の
地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ
ー
の

維
持

・
強

化
を
図
り

、
「
Ⅲ

.経
済

」
は

、
「

Ⅰ
.資

源
と

環
境

」
及

び
「
Ⅱ

.社
会

」
を
土

台
と
し
て

成
り

立
っ

て
い
る
。

ま
た

、
こ

れ
ら
の
総

体
と

し
て

、
本

交
付

金
に

よ
る
地
域

協
働

力
の

発
揮
が
位

置
付

け
ら

れ
て
い
る

。

○
こ

の
よ

う
に
、
Ｓ

Ｄ
Ｇ

ｓ
の

構
成
と
本
交

付
金
の

評
価
の
視

点
の

成
り

立
ち
に
は

類
似
性
が

あ
る
た
め

、
今

回
、

本
交
付

金
の

３
つ
の

評
価
の
視

点
と

Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
ウ
ェ

デ
ィ

ン
グ

ケ
ー
キ
モ

デ
ル

の
３

つ
の
階
層

と
を

関
連

付
け
て
整

理
を

試
み

た
。

出
典

：
S
to

c
kh

o
lm

 R
e
si

lie
n
c
e
 C

e
n
tr

e

生
物
圏

経
済
圏

Ⅰ
資
源
と
環
境

・
地

域
資

源
の

適
切

な
保

全
管

理
・
農

業
用

施
設

の
機

能
増

進
・
農

村
環

境
の

保
全

・
向

上
・
自

然
災

害
の

防
災

・
減

災
・
復

旧

Ⅱ
社
会

・
農

村
の

地
域

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
の

維
持

・
強

化
へ

の
貢

献

Ⅲ
経
済

・
構
造

改
革

の
後

押
し
等

、
地

域
農

業
へ

の
貢

献

1
7

地
域

協
働

力
の

発
揮

社
会
圏

図
：
本

交
付
金
の
評
価
の
視
点
の
成
り
立
ち
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
（
イ
メ
ー
ジ
）
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Ⅰ
. 資

源
と
環
境

４
自
然
災
害
の
防
災
・
減
災
・
復
旧

地
域
資
源
と
農
村
環
境
の
保
全
等
へ
の
貢
献

１
地
域
資
源
の
適
切
な
保
全
管
理

２
農
業
用
施
設
の
機
能
増
進

３
農
村
環
境
の
保
全
・
向
上

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

地
域
に
お
け
る
水
質
を
保
全
す
る

【
6
.3
】
汚

染
を
減

ら
す
、
ゴ
ミ
が
捨
て
ら
れ
な

い
よ
う
に
す
る
、
有

害
な
化
学
物
質
が
流
れ

込
む
こ
と
を
最

低
限

に
す
る
、
処
理
し
な
い

ま
ま
流
す
排

水
を
半

分
に
減
ら
す
、
世
界
中

で
水

の
安

全
な
再

利
用

を
大
き
く
増
や
す
な

ど
の

取
組

に
よ
っ
て
、
水

質
を
改
善
す
る
。

水
質
保
全
、
ゴ
ミ
等
の
投
棄
防
止
、
水
の
循
環

利
用

を
増

や
す
な
ど
の

取
組

に
よ
っ
て
、
水

質
を
改
善
す
る
。

◆
水
質
保
全
（
畑
か
ら
の
土
砂
流

出
対

策
）
に
取

り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

◆
水
質
保
全
（
そ
の
他
：
水
質
保
全

等
を
考

慮
し
た
施

設
の

適
正

管
理

、
循

環
か

ん
が
い
の
実
施
等
）
に
取
り
組
む
組

織
数

（様
式

2－
4）

◆
景
観
形
成
等
、
施
設
等
の
定
期

的
な
巡

回
点

検
・
清

掃
に
取

り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

◆
本
交
付
金
と
合
わ
せ
て
環
境
保

全
型

農
業

直
接

支
払

交
付

金
に
取

り
組

む
組
織
数

気
候
変
動
及
び
そ
の
影
響
を
軽
減

す
る
た
め
の
対
策
を
実
践
す
る

【
1
3
.1
】
気

候
に
関

す
る
災

害
や
、
自
然
災
害

が
起

き
た
と
き
に
、
対

応
し
た
り
立
ち
直
っ
た

り
で
き
る
よ
う
な
力

を
す
べ
て
の
国
で
そ
な

え
る
。

災
害
に
対
す
る
強
靭
性
、
対
応
力
を
強
化
す
る
。

◆
農
地
維
持
支
払
に
取
り
組
む
組
織

数
（様

式
2－

4）
（
農
地
維
持
に
取
り
組
む
組
織

で
は

異
常

気
象

時
の

対
応

を
実

施
）

◆
水
田
貯
留
機
能
増
進
に
取
り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

◆
増
進
活
動
（
地
域
住
民
に
よ
る
直

営
施

工
）
に
取

り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

【
1
3
.3
】
気

候
変

動
が

起
き
る
ス
ピ
ー
ド
を
ゆ

る
め
た
り
、
気

候
変

動
の

影
響
に
備
え
た
り
、

影
響

を
減

ら
し
た
り
、
早

く
か
ら
警
戒
す
る
た

め
の

、
教

育
や

啓
発

を
、
よ
り
良
い
も
の
に

し
、
人

や
組

織
の

能
力

を
高
め
る
。

災
害
時
に
お
け
る
応
急
体
制
の
整

備
、
水

田
や
た
め
池

の
雨

水
貯

留
機

能
の

活
用

な
ど
に
よ

る
防
災
・
減
災
の
た
め
の
啓
発
・
普
及
を
図
る
。

◆
増
進
活
動
（
防
災
・
減
災
力
の
強

化
）
に
取

り
組

む
組

織
数
（様

式
2－

4）
◆
地
域
住
民
等
と
の
交
流
活
動
を
実

施
し
て
い
る
（
地

域
に
お
け
る
水

田
を
利

用
し
た
水
田
貯
留
機
能
増
進
・
地

下
水

か
ん
養

を
推

進
し
て
い
く
た
め
に
下

流
域

と
上
流
域
と
の
間
で
の
情
報
交
換
会

の
実

施
等

に
よ
り
、
連

携
を
図

っ
て
い
る
）

組
織
数
（様

式
2－

4）

海
洋
・
海
洋
資
源
を
保
全
す
る

【
1
4
.1
】
海

洋
ゴ
ミ
や

富
栄
養
化
な
ど
、
特
に

陸
上

の
人

間
の

活
動

に
よ
る
も
の
を
含
め
、

あ
ら
ゆ
る
海

の
汚

染
を
防
ぎ
、
大
き
く
減
ら

す
。

海
洋
ゴ
ミ
や
富
栄
養
化
な
ど
に
よ
る
海
洋
の
汚
染

を
防

ぐ
。

◆
水
質
保
全
に
取
り
組
む
組
織
数

（様
式

2－
4）

◆
水
源
か
ん
養
林
の
保
全
に
取

り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

◆
景
観
形
成
等
、
施
設
等
の
定
期

的
な
巡

回
点

検
・
清

掃
に
取

り
組

む
組

織
数

（様
式

2－
4）

2
1

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
１
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅰ
. 資

源
と
環
境

４
自
然
災
害
の
防
災
・
減
災
・
復
旧

地
域
資
源
と
農
村
環
境
の
保
全
等
へ
の
貢
献

１
地
域
資
源
の
適
切
な
保
全
管
理

２
農
業
用
施
設
の
機
能
増
進

３
農
村
環
境
の
保
全
・
向
上

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

地
域
に
お
け
る
生
物
多
様
性
を

保
全
す
る

【
1
5
.5
】
自

然
の

生
息

地
が
お
と
ろ
え
る
こ
と

を
抑

え
、
生

物
の

多
様

性
が
損
な
わ
れ
な

い
よ
う
に
し
、

20
20

年
ま
で
に
絶
滅

が
心
配

さ
れ

て
い
る
生

物
を
保

護
し
、
絶
滅
を
防
ぐ

た
め
、
緊

急
に
対

策
を
と
る
。

生
物
多
様
性
保
全
の
た
め
の
取
組
を
行
う
。

◆
生
態
系
保
全
に
取
り
組
む
組
織

数
（様

式
2－

4）
＊
「
生
物
の
生
息
状
況
の
把
握
」
、
「
外

来
種

の
駆

除
」
、
「
そ
の

他
」
の

い
ず
れ

か
に
取
り
組
む
組
織
数

【
1
5
.8
】
移

動
先

に
定

着
す
る
外
来
種
の
侵

入
を
防

ぐ
と
と
も
に
、
外

来
種
が
陸
や
海
の

生
態

系
に
与

え
る
影

響
を
大
き
く
減
ら
す
た

め
の

対
策

を
始

め
る
。
特
に
優
先
度
の
高

い
外

来
種

は
駆

除
す
る
。

外
来
種
の
侵
入
を
防
止
す
る
と
も
に
、
外
来
種
を
駆

除
す
る
取

組
を
行

う
。

◆
生
態
系
保
全
（
外
来
種
の
駆
除

）
に
取

り
組

む
組

織
数
（
様

式
2
－

4
）

Ⅱ
.社

会
農
村
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
強
化
へ
の
貢
献

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

や
す

ら
ぎ

や
福

祉
の

機
会

を
提

供
す

る
。

【
3
.4
】
2
0
3
0
年

ま
で
に
、
予
防
や
治
療
を
す

す
め
、
感

染
症

以
外

の
病

気
で
人
々
が
早
く

命
を
失

う
割

合
を

3
分

の
1
減
ら
す
。
心
の
健

康
へ

の
対

策
や

福
祉

も
す
す
め
る
。

地
域
資
源
の
有
す
る
や
す
ら
ぎ
や
教
育
の
場
と
し
て
の

活
用

を
図

る
。

◆
増
進
活
動
「
や
す
ら
ぎ
・
福
祉
及

び
教

育
機

能
の

活
用

」
に
取

り
組

む
組

織
数

（
様

式
2-

4）

2
2

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
２
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅱ
.社

会
農
村
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
強
化
へ
の
貢
献

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

地
域
内
外
の
人
に
質
が
高
い
教
育
、

生
涯
学
習
の
機
会
を
提
供
す
る

【
4
.7
】
教

育
を
受

け
る
す
べ
て
の
人
が
、
持

続
可

能
な
社

会
を
つ
く
っ
て
い
く
た
め
に
必

要
な
知

識
や

技
術

を
身

に
つ
け
ら
れ
る
よ
う

に
す
る
。
そ
の

た
め
に
、
例
え
ば
、
持
続
可

能
な
社

会
を
つ
く
る
た
め
の
教
育
や
、
持
続

可
能

な
生

活
の

し
か

た
、
人
権
や
男
女
の

平
等

、
平

和
や

暴
力

を
使
わ
な
い
こ
と
、
世

界
市

民
と
し
て
の

意
識

、
様
々
な
文
化
が
あ

る
こ
と
な
ど
を
理

解
で
き
る
教
育
を
進
め
る
。

持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り
に
必
要
な
知
識
や

技
術

に
つ
い
て
、
地

域
住

民
等

の
理

解
を
深

め
る

た
め
の
啓
発
・
普
及
を
図
る
。

◆
農
村
環
境
保
全
活
動
に
取
り
組

む
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

（
地
域
住
民
等
の
理
解
度
を
深
め
る
た
め
の

啓
発

・
普

及
活

動
を
毎

年
度

実
施

）
＊
「
生
物
の
生
息
状
況
の
把
握
」
～

「
地

域
資

源
の

活
用

・
資

源
循

環
の

た
め
の

活
動
」
ま
で
の
い
ず
れ
か
に
取
り
組

む
組

織
数

）

女
性
の
参
画
に
よ
り
地
域
や
活
動
組
織

の
取
り
組
み
の
可
能
性
を
広
げ
る

【
5
.5
】
政

治
や

経
済

や
社
会
の
な
か
で
、
何

か
を
決

め
る
と
き
に
、
女
性
も
男
性
と
同
じ
よ

う
に
参
加
し
た
り
、
リ
ー
ダ
ー
に
な
っ
た
り
で

き
る
よ
う
に
す
る
。

活
動
組
織
の
役
員
や
活
動
に
参
加
す
る
女
性
の

割
合

を
増

加
さ
せ

る
。

◆
女
性
役
員
が
い
る
活
動
組
織
数

＊
今
回
は
、
「
女
性
会
」
が
参
画
し
て
い
る
組

織
数

で
代

替
◆
活
動
に
参
加
す
る
女
性
の
割

合
（
効

果
等

に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
）

持
続
可
能
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用

を
推
進
す
る

【
7
.2
】
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
つ
く
る
方
法
の
う
ち
、

再
生

可
能

エ
ネ
ル

ギ
ー
を
使
う
方
法
の
割

合
を
大

き
く
増

や
す
。

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
施
設
を
保
全
す
る
。

◆
資
源
循
環
（
小
水
力
発
電
施
設
の

適
正

管
理

）
を
行

っ
て
い
る
組

織
数

2
3

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
３
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅱ
.社

会
農
村
の
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持
・
強
化
へ
の
貢
献

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

住
み
続
け
ら
れ
る
地
域
を
つ
く
る

【
1
1
.3
】
だ
れ

も
取

り
残

さ
な
い
持
続
可
能
な

ま
ち
づ
く
り
を
す
す
め
る
。
す
べ

て
の
国

で
、

だ
れ

も
が

参
加

で
き
る
形
で
持
続
可
能
な
ま

ち
づ
く
り
を
計

画
し
実

行
で
き
る
よ
う
な
能
力

を
高

め
る
。

多
様
な
主
体
の
参
画
に
よ
り
、
持
続
可
能
な
地

域
づ
く
り
を
す
す
め
る
。

◆
全
国
の
農
業
集
落
に
占
め
る
多

面
的

機
能

支
払

に
取

り
組

む
農

業
集

落
の

割
合

（
農

水
省

統
計
部
経

営
・
構
造

統
計

課
セ
ン
サ

ス
統

計
室

、
2
01

6
年

1
2月

公
開

）

◆
多
様
な
主
体
の
参
画
数
（
構
成

員
数

）
（
様

式
2
－

4
）

【
1
1
.4
】
世

界
の

文
化

遺
産

や
自
然
遺
産
を

保
護

し
、
保

っ
て
い
く
た
め
の
努
力
を
強
化

す
る
。

地
域
の
文
化
や
自
然
を
保
護
す
る
活
動
を
実
践

す
る
。

◆
生
態
系
保
全
そ
の
他
（
生
物
多
様

性
保

全
に
配

慮
し
た
施

設
の

適
正

管
理

、
放
流
・
植
栽
を
通
じ
た
在
来
生
物

の
育

成
等

）
に
取

り
組

む
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

◆
伝
統
的
施
設
や
農
法
の
保
全
・
実

施
に
取

り
組

む
組

織
数

◆
増
進
活
動
（
農
村
文
化
の
伝
承

を
通

じ
た
農

村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

強
化

）
に
取

り
組
む
組
織
数

（
様

式
2
－

4
）

【
1
1
.a
】
国

や
地

域
の

開
発
の
計
画
を
強
化

し
て
、
都

市
部

と
そ
の

ま
わ
り
の
地
域
と
農

村
部

と
が

、
経

済
的

、
社

会
的
、
環
境
的
に

う
ま
く
つ
な
が

り
あ
う
こ
と
を
支
援
す
る
。

都
市
的
地
域
と
農
業
地
域
が
連
携
し
て
活
動
に
取

り
組

む
。

◆
都
市
的
地
域
と
平
地
～
山
間
農
業
地
域
に
跨
る
活
動
組
織
の
数
（様

式
2－

4）
＊
「
都
市
的
地
域
」
に
加
え
「
平
地
・
中

間
・
山

間
」
の

い
ず
れ

か
に
該

当
す
る
組

織
数

多
様
な
主
体
の
参
画
に
よ
る

地
域

づ
く
り
を
促
進
す
る

【
1
6
.7
】
あ
ら
ゆ
る
レ
ベ
ル

で
も
の
ご
と
が
決

め
ら
れ

る
と
き
に
は

、
実

際
に
必
要
と
さ
れ

て
い
る
こ
と
に
こ
た
え
、
取

り
残
さ
れ
る
人
が

な
い
よ
う
に
、
ま
た
、
人

び
と
が
参
加
し
な
が

ら
、
様

々
な
人

の
立

場
を
代
表
す
る
形
で
な

さ
れ
る
よ
う
に
す
る
。

活
動
組
織
に
参
画
す
る
主
体
を
増
加
さ
せ
る
。

◆
女
性
会
、
子
供
会
、
学
校
・
P

T
A
が

参
画

す
る
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

◆
保
全
管
理
の
目
標
【多

様
な
参
画
・連

携
型
】を

選
択
し
た
組
織
数
（様

式
2－

4）
◆
増
進
活
動
（
や
す
ら
ぎ
・
福
祉
及

び
教

育
機

能
の

活
用

）
に
取

り
組

む
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

2
4

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
４
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅲ
.経

済
構
造
改
革
の
後
押
し
等
、
地
域
農
業
へ
の
貢
献

2
5

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

持
続
可
能

な
農
業
生
産
を
支
え
る

【
2
.4
】
食

料
の

生
産

性
と
生

産
量

を
増
や
し
、

同
時

に
、
生

態
系

を
守

り
、
気
候
変
動
や
干

ば
つ
、
洪

水
な
ど
の

災
害
に
も
強
く
、
土
壌

を
豊

か
に
し
て
い
く
よ
う
な
、
持
続
可
能
な
食

料
生

産
の

仕
組

み
を
つ
く
り
、
何
が
起
き
て

も
す
ぐ
に
回

復
で
き
る
よ
う
な
農
業
を
行
う
。

安
定
し
た
農
業
生
産
を
支
え
る
た
め
の
地
域
資
源

の
適

切
な
保

全
管

理
と
災

害
へ

の
対

応
力

の
強
化
を
図
る
と
と
も
に
、
環
境
保
全
型
農
業
の

取
り
組

み
を
推

進
す
る
。

◆
本
交
付
金
の
取
組
が
行
わ
れ
て
い
る
農

地
の

割
合

（
カ
バ

ー
率

）
（
様

式
2
－

4
）

◆
本
交
付
金
と
合
わ
せ
て
環
境
保

全
型

農
業

直
接

支
払

交
付

金
に
取

り
組

む
組
織
数

地
域
に
お
け
る
所
得
向
上

や
雇

用
の
確
保
を
図
る

【
8
.9
】
地

方
の

文
化

や
産
品
を
広
め
、
働
く

場
所

を
つ
く
り
だ
す
持

続
可

能
な
観
光
業
を
、

政
策

を
つ
く
り
、
実

践
し
て
い
く
。

地
域
の
文
化
を
振
興
す
る
と
と
も
に
、
六
次
産
業

化
や

持
続

的
な
観

光
を
促

進
す
る
。

◆
農
村
文
化
の
伝
承
を
通
じ
た
農

村
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の

強
化

に
取

り
組

む
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

◆
地
域
住
民
以
外
の
方
の
参
加
す
る
活

動
を
実

施
し
て
い
る
組

織
数

◆
景
観
形
成
等
に
よ
り
、
地
域
住

民
以

外
の

方
が

来
訪

す
る
資

源
を
創

出
し
て

い
る
組
織
数

◆
都
市
と
農
村
の
交
流
、
６
次
産
業

化
が

促
進

さ
れ

た
組

織
の

割
合

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
５
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅲ
.経

済
構
造
改
革
の
後
押
し
等
、
地
域
農
業
へ
の
貢
献

2
6

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

災
害
に
強
い
イ
ン
フ
ラ
づ
く
り
と
そ
の

た
め
の
技
術
の
開
発
に
貢
献
す
る

【
9
.1
】
す
べ

て
の

人
の

た
め
に
安
く
て
公
平

に
使

え
る
こ
と
を
重

視
し
た
経
済
発
展
と
福

祉
を
進

め
て
い
け
る
よ
う
に
、
質
が
高
く
、
信

頼
で
き
、
持

続
可

能
な
、
災
害
な
ど
に
も
強

い
イ
ン
フ
ラ
を
つ
く
る
。

地
域
資
源
の
質
的
向
上
、
長
寿
命
化
に
よ
り
、
安

全
で
災

害
な
ど
に
強

い
イ
ン
フ
ラ
を
つ
く
る
。

◆
資
源
向
上
支
払
（
共
同
、
長
寿

命
化

）
の

対
象

施
設

量
（
様

式
2
－

4
）

【
9
.4
】
資

源
を
よ
り
無

駄
な
く
使
え
る
よ
う
に

し
、
環

境
に
や

さ
し
い
技
術
や
生
産
の
方
法

を
よ
り
多

く
取

り
入

れ
て
イ
ン
フ
ラ
や
産
業
を

持
続

可
能

な
も
の

に
す
る
。

資
源
循
環
の
取
り
組
み
を
進
め
る
。

◆
資
源
循
環
に
取
り
組
む
組
織

数
（
様

式
2
－

4
）

【
9
.5
】
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
す
す
め
た
り
、
研
究

や
開

発
の

仕
事

を
し
て
い
る
人
の

10
0万

人

あ
た
り
の

人
数

を
大

き
く
増
や
し
た
り
、
政
府

と
民

間
に
よ
る
研

究
や

開
発
の
支
出
を
増

や
し
た
り
し
て
、
開

発
途

上
国
を
は
じ
め
と
す

る
す
べ

て
の

国
で
、
様

々
な
産
業
で
の
科
学

研
究

を
進

め
、
技

術
能

力
を
の
ば
す
。

大
学
や
企
業
と
の
連
携
に
よ
り
、
研
究
開
発
の
促

進
や

技
術

の
向

上
に
貢

献
す
る
。

◆
大
学
、
企
業
と
の
連
携
を
行
っ
て
い
る
組

織
割

合

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
６
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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Ⅲ
.経

済
構
造
改
革
の
後
押
し
等
、
地
域
農
業
へ
の
貢
献

2
7

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

持
続
可
能
な
生
産
・
消
費
を
進
め
る

【
1
2
.2
】
天

然
資

源
を
持

続
的
に
管
理
し
、
効

率
よ
く
使
え
る
よ
う
に
す
る
。

水
資
源
の
持
続
可
能
な
管
理
、
利
用
を
進
め
る
。

◆
地
下
水
か
ん
養
機
能
向
上
活

動
、
水

源
涵

養
林

の
保

全
に
取

り
組

む
組

織
数

（
1
4
-
１
と
共
通
）
（
様
式

2
－

4
）

【
1
2
.5
】
ご
み

が
出

る
こ
と
を
防
い
だ
り
、
減
ら

し
た
り
、
リ
サ
イ
ク
ル
・
リ
ユ
ー
ス
を
し
て
、
ご

み
の

発
生

す
る
量

を
大

き
く
減
ら
す
。

資
源
循
環
の
取
り
組
み
を
進
め
る
。
（

9-
４
と
共
通

）

◆
資
源
循
環
に
取
り
組
む
組
織

数
（
9
-
４
と
共

通
）
（
様

式
2
－

4
）

【
1
2
.6
】
と
く
に
大

き
な
会

社
や
さ
ま
ざ
ま
な
国

で
活

動
す
る
会

社
に
、
持
続
可
能
な
取
組
を

は
じ
め
、
会

社
の

成
果

を
報
告
す
る
定
期
的

な
レ
ポ
ー
ト
に
持

続
可

能
性
に
つ
い
て
の
情

報
を
含

め
る
よ
う
に
勧

め
る
。

こ
れ
ま
で
の
活
動
を
定
期
的
に
振
り
返
り
、
活
動

の
実

施
状

況
や

成
果

を
点

検
す
る
と
と
も
に
、

取
組
の
持
続
可
能
性
を
阻
害
す
る
リ
ス
ク
を
低

減
す
る
た
め
の

取
組

（
持

続
可

能
な
組

織
運

営
へ
の
取
組
）
の
実
施
状
況
の
確
認
を
促
す
。

◆
取
組
の
継
続
、
発
展
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
新

た
な
自

己
評

価
シ
ス
テ
ム

を
導
入
し
た
組
織
数

（
様

式
2
－

4
）

【
1
2
.8
】
人

々
が

あ
ら
ゆ
る
場
所
で
、
持
続
可

能
な
開

発
や

自
然

と
調

和
し
た
く
ら
し
方
に

関
す
る
情

報
と
意

識
を
持
つ
よ
う
に
す
る
。

持
続
可
能
な
地
域
づ
く
り
や
自
然
と
調
和
し
た
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル

の
啓

発
・
普

及
に
取

り
組

む
。

◆
農
村
環
境
保
全
活
動
に
取
り
組

む
組

織
数

（
地
域
住
民
等
の
理
解
度
を
深

め
る
た
め
の

啓
発

・
普

及
活

動
を
毎

年
度

実
施

し
て
い
る
）
＊
「
生
物
の
生
息
状
況

の
把

握
」
～

「
地

域
資

源
の

活
用

・
資

源
循

環
の
た
め
の
活
動
」
ま
で
の
い
ず
れ
か

に
取

り
組

む
組

織
数

）

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
７
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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地
域
協
働
力

2
8

目
標

タ
ー
ゲ
ッ
ト
（
達
成

目
標

）
本

交
付

金
の

活
動

指
標

地
域
協
働
の
力
に
よ
り
目
標
を

達
成
す
る

【
1
7
.6
】
国

、
地

方
公

共
団

体
、
関
係
団
体
等

が
連

携
し
、
技

術
や

情
報

の
共
有
化
を
推

進
す
る
。

国
、
地
方
公
共
団
体
、
関
係
団
体
等
が
連
携
し
、
技

術
や

情
報

の
共

有
化

を
推

進
す
る
。

◆
多
面
的
機
能
支
払
に
取
り
組
む
市

町
村

数
◆
地
方
公
共
団
体
、
推
進
組
織
に
よ
る
指

導
・
支

援
等

の
実

施
状

況
（
市

町
村

推
進
事
業
実
施
計
画
書
（
実
績
報
告

書
）
）

【
1
7
.1

7
】
国

、
地

方
公

共
団
体
、
関
係
団
体

、
活

動
組

織
の

連
携

体
制

を
強
化
す
る
。

国
、
地
方
公
共
団
体
、
関
係
団
体
、
活
動
組

織
の

連
携

体
制

を
強

化
す
る
。

◆
N

P
O
法
人
化
し
た
活
動
組
織

数
（
様

式
2
－

4
）

◆
土
地
改
良
区
と
連
携
し
て
活
動

を
行

っ
て
い
る
活

動
組

織
数

（
様

式
2
－

4
）

（
参

考
２
）
多

面
的

機
能

支
払

版
SD

G
s1

5の
目

標
（
案

）
と
本

交
付

金
の

活
動

に
つ
い
て
（
８
／

８
）

出
典
：
国
連
広
報
セ
ン
タ
ー
及
び
日
本
ユ
ニ
セ
フ
協

会
H

P
掲

載
資

料
を
基

に
加

筆
・
修

正
し
て
作

成
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1 
 

第１章 取組の推進に関する基本的考え方 

 

 

静岡県は、農業者の高齢化・減少等に伴う集落機能の低下と担い手の不足等から農地や農

業用水等の資源の保全管理が困難になっている状況や農村の自然環境や景観の保全・形成

等の農業の持つ多面的機能の発揮への県民の要請を踏まえ、平成 19 年度から地域協働によ

る農地・農業用水等の資源の保全管理と農村環境の保全のための活動に対して支援を行っ

てきた。 

現在までに地域協働によるこれらの取組は水田を中心に 10,000ha を超え、一定の成果が

得られたが、依然として脆弱な農業生産構造と農産物を含む経済協定交渉等の国際化の進

展や産地間競争の激化により、取組の一層の強化と迅速化が必要となっている。 

このような中、県は「静岡県経済産業ビジョン（2018 年３月策定）」において、優良農地

の集積による経営耕地面積の拡大による低コスト化を進めるとともに、それにより発生が

懸念される集落機能の低下と環境の悪化に対する対応に取り組み、将来に確保すべき「農業

に利用されている農地面積」を 59,200ha 確保することとした。 

本県の農山村づくりにおいて「多彩で高品質な本県農産物の安定供給」と「農業の持つ多

面的機能の発揮」という農山村の重要な役割を将来にわたって維持・発展させていくために

は、農業構造の改善という産業政策に合わせ農村の振興を図る必要があることから、農地周

りの農業用用排水路等施設の老朽化への対応や農地の出し手農家の農業への関わりの維持

等を可能とする地域主体の保全管理の取組等の地域政策を強化することが重要である。 

このため、従来の地域協働による農地等の資源や農村環境の保全活動等に加え、農業者や農

業団体等で構成される組織による農業用水や農地の維持に必要な取組に対しても、多面的

機能支払交付金により支援する。 
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2 
 

第２章 多面的機能支払交付金の実施状況  

 

１．３支払の実施状況 

 

 農地維持支払交付金（以下「農地維持支払」という。）は、県内 31 市町において、233 組

織が約 1 万 4 千 ha の農用地で、約 4 千 km の水路、約 2 千 km の農道、約 230 箇所のた

め池を対象に地域の共同による保全管理活動を実施している。 

 平成 30 年度と比較すると、対象組織数及び認定農用地面積はほぼ横ばいとなっている。 

 資源向上支払交付金（地域資源の質的向上を図る共同活動）（以下「資源向上支払（共同）」

という。）は、県内 28 において、200 組織が約 1 万 2 千 ha の農用地で、地域の多様な主体

の参画を得て地域資源の質的向上を図る共同活動を実施している。これらは、農地維持支払

に取り組む組織の約 86％、認定農用地面積の約 88％を占めている。 

 平成 30 年度と比較すると、対象組織数はほぼ横ばいとなっているが、活動終期を迎え活

動を休止した対象活動組織と、新規対象活動組織の認定農用地面積の差により、年度毎に約

1 千 ha の変動となっている。 

 資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動）（以下「資源向上支払（長寿命化）」

という。）は、県内 17 市町において 130 組織が約 8 百 km の水路、約 3.5 百 km の農道、

約 90 箇所のため池を対象に補修又は更新を計画している。これらは、農地維持支払で保全

管理する対象湿雪のうち、水路は約 20％、農道は約 15％、ため池は約 40％を占めている。 

 

（１）農地維持支払 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 29市町 31市町 31市町 全市町村数：35市町 

 取組率 82.9％ 88.6％ 88.6％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 235組織 232組織 233組織  

 広域活動組織 14組織 14組織 14組織  

認定農用地面積 14,686ha 14,219ha 14,318ha 農振農用地面積（R2）：59,476ha 

 カバー率 24.7％ 23.9％ 24.1％ 認定農用地面積÷農振農用地面積 

 農振農用地区域外 0ha 0ha 0ha  

対象 水路 4,151km 4,002km 4,040Km  

施設 道路 2,501km 2,375km 2,360km  

 ため池 225箇所 227箇所 231箇所  

交付金額 333百万円 329百万円 332百万円  

※カバー率の算出における、認定農用地面積については、農地維持払に取り組んでいる組織の認定農用地

面積の合計を記載して下さい。 
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（２）資源向上支払（共同） 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 29市町 28市町 28市町 全市町村数：35市町 

 取組率 82.9％ 80.0％ 80.0％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 203組織 199組織 200組織  

 広域活動組織 12組織 12組織 12組織  

認定農用地面積 12,981ha 11,616ha 12,589ha 農振農用地面積（R2）：59,476ha 

 カバー率 21.8％ 19.5％ 21.2％ 認定農用地面積÷農振農用地面積 

 農振農用地区域外 0ha 0ha 0ha  

対象 水路 3,681km 3.525km 3,549Km  

施設 道路 2,310km 2,200km 2,195km  

 ため池 217箇所 219箇所 222箇所  

交付金額 169百万円 167百万円 167百万円  

テ
ー
マ 

生態系保全 31組織 31組織 28組織  

水質保全 8組織 8組織 10組織  

景観形成 

・生活環境保全 
201組織 192組織 192組織  

水田貯留 

・地下水かん養 
0組織 0組織 0組織  

資源循環 1組織 0組織 1組織  

※カバー率の算出における、認定農用地面積については、資源向上支払（共同）に取り組んでいる組織の

認定農用地面積の合計を記載して下さい。 

 

（３）資源向上支払（長寿命化） 

  H30 R1 R2 備考 

市町村数 16市町 17市町 17市町 全市町村数：35市町 

 取組率 45.7％ 48.6％ 48.6％ 市町村数÷全市町村数 

対象組織数 127組織 126組織 130組織  

 広域活動組織 10組織 10組織 10組織  

対象農用地面積 10,524ha 9,890ha 10,042ha 農振農用地面積（R2）：59,476ha 

 カバー率 17.7％ 16.6％ 16.9％ 対象農用地面積÷農振農用地面積 

 農振農用地区域外 0ha 0ha 0ha  

対象 水路 1,371km 882km 824Km  

施設 道路 338km 346km 353km  

 ため池 89箇所 89箇所 91箇所  

交付金額 280百万円 289百万円 254百万円  
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２．多様な主体の参画状況（対象組織の構成員） 

 

県内の対象組織には、農業者・非農業者合わせて約 3 万 4 千人・団体が参画しており、こ

のうち非農業者は約 6.6 千人・団体で全体の約２割を占めている。対象組織に参画する団体

は、自治会、子供会、女性会等多様な主体により構成。 

 農業者及び非農業者個人の参画割合の推移を見ると、割合が年々減少している。 

 

 

  H30 R1 R2 備考 

農

業

者 

個人 29,814人 28,908人 27,575人 ※H30 集計誤り 修正

不可能 

農事組合法人 3団体 4団体 10団体  

営農組合 44団体 43団体 33団体  

その他の農業者団体 128団体 153団体 171団体  

団体数計 175団体 200団体 214団体  

農

業

者

以

外 

個人 15,583人 6,464人 5,743人 ※H30 集計誤り 修正

不可能 

自治会 393団体 339団体 355団体  

女性会 31団体 34団体 34団体  

子供会 70団体 62団体 64団体  

土地改良区 39団体 40団体 42団体  

JA 25団体 23団体 24団体  

学校・PTA 99団体 45団体 45団体  

NPO 10団体 11団体 12団体  

その他 305団体 287団体 295団体  

団体数計 972団体 841団体 871団体  
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第３章 多面的機能支払交付金の効果  

 

１．調査方法 

以下による。 

・H30・R2・R3 自己評価・市町村評価 

・令和２年度の国アンケート調査結果 

・H30・R2・R3 実施状況報告 

                    

２．効果の発現状況 

 以下【評価区分】により効果の発言状況を示す。 

 

【評価区分】 

 

 

 

  

ａ．ほとんどの組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる 

（ 全体の８割程度以上で効果が発現している、又は、発現が見込まれる） 

 ｂ．大半の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の５割程度以上８割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｃ．一部の組織で効果が発現している、又は、発現が見込まれる  

（全体の２割程度以上５割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  

ｄ．効果の発現が限定的である、又は、発現の見込みが限定的である 

（ 全体の２割程度未満で効果が発現している、又は、発現が見込まれる）  
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（１）資源と環境 

１）地域資源の適切な保全管理 

推進活動を行うことにより現れている地域の変化について、「共同活動により地域資源が

適切に保全管理され、遊休農地の発生が抑制」と 75％の市町が評価している。 

本交付金に取り組んでいなければ、農業用施設（水路、農道、ため池等）の粗放化、施設

の機能低下が「かなり進行していると思う」又は「進行していると思う」と全ての組織が回

答している。 

  

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

遊休農地の発生防止 

（市町評価：共同活動により地域資源が適切に保全管理され、遊休農地の発生を抑

制 75％ （参考：全国 82％）） 

□ ■ □ □ 

水路・農道等の地域資源の適切な保全 

（活動組織アンケート Q２：もし、多面的機能支払交付金に取り組んでいなけれ

ば、農業用施設の管理が粗放化、施設の機能低下が進行していると思う 100％

（参考：全国 92％）） 

■ □ □ □ 

鳥獣被害の抑制・防止 

（自己評価：鳥獣被害の防止等の農地利用や地域環境の改善 35％（参考：全国

38％）） 

□ □ ■ □ 

非農業者の地域農業や農業用水、農業水利施設等への理解醸成 

（活動組織アンケート Q3：活動を通じて、地域の農地や農業水利施設等への関心

や理解、取組への協力意識が高まっていると思う 60％（参考：全国 63％）） 

□ ■ □ □ 

水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保等、管理体制の強化 

（自己評価：水路・農道等の地域資源を保全管理する人材の確保 56％（参考：全

国 59％）） 

□ ■ □ □ 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

 令和 2 年度の静岡県の農振農用地面積は約 5 万 9 千となっており、そのうち本交付金の

取組が行われている認定農用地面積は約 1万 4千となっており、カバー率は 24.1％である。 

 全国の同カバー率は約 55％となっている。 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金の取組が行われている農地の割合（カバー率） 24.1％ 
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２）農業用施設の機能増進 

 資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、10 年後の農業用排水路等は、破損、

老朽化等により「農業生産や周辺地域への被害が想定され、何らかの対処が必要である」ま

たは、「農業生産への影響が出ると思う」と全ての組織が回答しており、破損、老朽化等の

影響が懸念されている。 

 資源向上支払（共同）、資源向上支払（長寿命化）への取組により、補修技術が「かなり

高まっている」又は「高まっている」と回答した組織は 60％を占めている。また、定期的

な機能診断、補修等の実施や、直営施工を導入したこと等により、施設の維持管理費が「か

なり低減されていると思う」又は「低減されていると思う」と回答した組織は 80％を支援

ている。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

施設の破損、故障や溢水等による農業生産や周辺地域への被害抑制 

（活動組織アンケート Q6：資源向上支払（長寿命化）に取り組まなかった場合、破

損、老朽化等により農業生産への影響が出ると思う 100％（参考：全国 98％）） 

■ □ □ □ 

農業用施設の知識や補修技術の向上 

（活動組織アンケート Q4：資源向上支払（共同活動）、資源向上支払（長寿命化）

への取組により、補修技術が高まっていると思う 60％（参考：全国 68％）） 

□ ■ □ □ 

定期的な機能診断、補修等の実施や直営施工の導入等による施設の維持管

理費の低減 
（活動組織アンケート Q5：、定期的な機能診断、補修等の実施や、直営施工を導入

したこと等により、施設の維持管理費が低減されていると思う 80％（参考：全

国 86％）） 

■ □ □ □ 

 

 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

地域資源の質的向上、長寿命化により、安全で災害などに強いインフラをつくることに対し

て、下表のとおり貢献している 

  

指   標 現況（R2） 

SDGs 9：災害に強いインフラづくりとそのための技術開発に

貢献する 

 

 資源向上支払（共同、長寿命化）の対象施設量 水路 4,040km 

道路 2,360km 

ため池 231 箇所 

 増進活動（地域住民による直営施工）に取り組む組織数 29 組織 

12.4％ 
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３）農村環境の保全・向上 

 

 本交付金を活用することによって現れている地域の変化について、「農村環境の向上」と

回答した組織が 69％を占めている。 

 農村環境保全活動の取組による効果について、「かなり効果が出てきたと思う」又は「効

果が出てきたと思う」と回答した組織の割合は、生態系保全及び水質保全は 60％、景観形

成・生活環境保全では 100％を占めている。 

 活動を通じて環境保全への関心や理解、取組への協力意識が「かなり高まっている」又は

「高まっている」と回答した組織の割合は、景観形成・生活環境保全において 100％を占め

ている。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

地域の環境の保全・向上 

（自己評価：農村環境の向上 69％（参考：全国 57％）） 
□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（生態系） 

（活動組織アンケート Q9：活動を通じて、生息する在来生物の種類や生息数が増

えたり、外来生物の生息範囲や生息数が減るなど、生態系保全の効果が出てきた

と思う 66％（参考：全国 50％）） 

□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（水質） 

（活動組織アンケート Q10：活動を通じて、地域の農業用水などの水の濁りや異臭

が減少するなど、水質保全の効果が出てきたと思う 66％（参考：全国 64％）） 

□ ■ □ □ 

地域の環境の保全・向上（景観） 

（活動組織アンケート Q7-3-1：活動を通じて、景観形成のための植栽面積が増え

たり、雑草の繁茂や不法投棄が減るなど、景観形成・生活環境保全の効果が出て

きたと思う 100％（参考：全国 84％）） 

■ □ □ □ 

地域住民の地域資源や農村環境の保全への関心の向上 

（活動組織アンケート Q7-3-2：活動を通じて、参加者は、景観形成・生活環境保全

に対する関心や理解、取組の協力意識が高まっていると思う 100％（参考：全

国 85％）） 

■ □ □ □ 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

本交付金の農村環境の保全・向上の取組が、持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成へ、どれ

だけ貢献しているか、下表のとおり整理した。 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs15：地域における生物多様性を保全する  

 生態系保全に取り組む組織数 28 組織 

12.0％ 

 生態系保全（外来種の駆除）に取り組む組織数 3 組織 

1.3％ 

SDGs 6：地域における水質を保全する  

 水質保全に取り組む組織数 10 組織 

4.3％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に

取り組む組織数 

192 組織 

82.4％ 

SDGs14：海洋・海洋資源を保全する  

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に

取り組む組織数 

0 組織 

0％ 

 水質保全に取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 10 組織 

4.3％ 

 景観形成・生活環境保全（施設等の定期的巡回点検・清掃）に

取り組む組織数（SDGs 6 と重複） 

192 組織 

82.4％ 

SDGs 7：持続可能なエネルギーの利用を推進する  

 資源循環に取り組む組織数 1 組織 

0.4％ 

SDGs12：持続可能な生産・消費を進める  

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む組織数 200 組織 

85.8％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養（水源かん養林等の保全）に

取り組む組織数（SDGs14 と重複） 

0 組織 

0％ 

 資源循環に取り組む組織数 1 組織 

0.4％ 
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４）自然災害の防災・減災・復旧 

 

 本交付金による継続的な施設の維持管理は、異常気象時における被害減少や早期復旧に

「かなり役立っている」又は「役立っている」と全ての組織が回答した。 

防災・減災の効果については、「水路等の施設を適正に管理することで大雨の水害を防止

している」と 80％の組織が回答した。 

 復旧の効果については、「軽微な被害箇所を早急に復旧」と 60％の組織が回答した。 

 一方で、本交付金を活用することによって現れている効果として、「地域住民の防災・減

災に対する意識の向上」と回答した組織は 8％である。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

自然災害や二次災害等による被害の抑制・防止 

（活動組織アンケート Q9：排水路の泥上げやため池の点検・補修など、多面的機

能支払交付金により継続的に施設の維持管理を行う活動が、異常気象時における

被害減少や早期復旧に役立っていると思う 100％（参考：全国 93％）） 

（活動組織アンケート Q10-1：水路等の施設を適正に管理することで、大雨時の水

害を防止に役立っていると思う 80％（参考：全国 81％）） 

■ □ □ □ 

災害後の点検や復旧の迅速化 

（活動組織アンケート Q10-6：軽微な被害箇所の早急な復旧に役立っていると思う 

60％（参考：全国 66％）） 

□ ■ □ □ 

地域住民の防災・減災に対する意識の向上、体制の強化 

（自己評価：地域住民の防災・減災に対する意識の向上 8％（参考：全国 9％）） 
□ □ □ ■ 

 

 

《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※》 

本交付金による自然災害の防災・減災・復旧の取組が、持続可能な開発目標（SDGｓ）の達

成へ、どれだけ貢献しているか、下表のとおり整理した。 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs13：気候変動及びその影響を軽減するための対策を実践する  

 農地維持支払に取り組む組織数（異常気象時の対応を行ってい

る組織数） 

233 組織 

100％ 

 水田貯留機能増進・地下水かん養に取り組む組織数 0 組織 

0％ 

 増進活動（防災・減災力の強化）に取り組む組織数 14 組織 

6.0％ 

 啓発・普及（地域住民等との交流活動）で、地域における水田

を利用した水田貯留機能増進・地下水かん養を推進していくた

めに下流域と上流域との間での情報交換会の実施等により、連

携を図っている組織数 

0 組織 

0％ 
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（２）社会 

１）農村の地域コミュニティの維持・強化への貢献 

 

 本交付金を活用することによって現れている効果として、「地域コミュニティの維持・発

展に対する意識の向上」と回答した組織は 40％を占めている。また、「農村の将来を考える

地域住民の増加」と回答した組織は 50％を占めている。 

 本交付金による取組が地域づくりのリーダーの育成に「かなり役立っている」又は「役立

っている」と回答した組織は 60％を占めている。 

  

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

話し合いや活動機会の増加による地域コミュニティの活性化 

（自己評価:地域コミュニティの維持・発展に対する意識の向上 40％（参考：全国

40％）） 

□ □ ■ □ 

各種団体や非農業者等の参画の促進 

（自己評価：農村の将来を考える地域住民の増加 50％（参考：全国 42％）） 
□ ■ □ □ 

地域づくりのリーダーの育成 

（活動組織アンケート Q14-4：本交付金による取組は、地域づくりのリーダーの育

成に役立っている 60％（参考：全国 57％）） 

□ ■ □ □ 

農村文化の伝承を通じた農村コミュニティの強化 
（自己評価：伝統農法・文化の復活や継承を通じた農村コミュニティの強化 19％

（参考：全国 16％）） 
□ □ □ ■ 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

本交付金による農村の地域コミュニティの維持・強化の取組が、持続可能な開発目標

（SDGｓ）の達成へ、どれだけ貢献しているか、下表のとおり整理した。 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs16：多様な主体の参画による地域づくりを促進する  

 女性会、子供会、学校・PTA が参画する組織数 82 組織 

35.2％ 

 保全管理の目標（多様な参画・連携型）を選択した組

織数 

73 組織 

31.3％ 

SDGs 5：女性の参画により、地域や組織の取り組みの可能

性を広げる 

 

 女性会が参画する組織数 29 組織 

12.4％ 

 女性役員がいる組織数 36 組織 

15.5％ 

 活動に参加する女性の割合※活動組織アンケート等 42.5％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 増進活動（農村文化の伝承を通じた農村コミュニティ

の強化）に取り組む組織数 

29 組織 

12.4％ 

SDGs11：住み続けられる地域をつくる  

 多面的機能支払に取り組む農業集落の割合 

※2020 年農林業センサス（3,337 集落） 

697 集落 

20.9％ 

 多様な主体の参画数（構成員数） 4,872 人 

871 団体 

 都市的地域と平地～山間農業地域に跨る組織数 3 組織 

1.3％ 

SDGs 4：地域内外の人に質が高い教育・生涯学習の機会を

提供する 

 

 資源向上支払（共同＝農村環境保全活動）に取り組む

組織数 

200 組織 

85.8％ 

 啓発・普及活動（学校教育等との連携）に取り組む組

織数 

32 組織 

13.7％ 

SDGs 3：やすらぎや福祉の機会を提供する  

 増進活動（やすらぎ・福祉及び教育機能の活用）に取

り組む組織数 

1 組織 

0.4％ 
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（３）経済 

１）構造改革の後押し等地域農業への貢献 

 

 本交付金を活用することによって現れている効果として、「地域内外の担い手農業者との

連携体制の構築」と回答した組織は 31％を占めている。また、「地域農業の将来を考える農

業者の増加」と回答した組織は 44％を占めている。一方で「不在村地主との連絡体制の確

保」と回答した組織は 12％にとどまっている。 

 本交付金による取組が新たな生産品目づくり、農業経営の複合化、６次産業化などのきっ

かけとして「かなり役立っている」又は「役立っている」と回答した組織は 20％となって

いる。 

 

効果項目 

（指  標） 

評 価 

a b c d 

非農業者等の共同活動への参加による担い手農業者の負担軽減 

（自己評価：地域内外の担い手農業者との連携体制の構築 33％（参考：全国

31％）） 

□ □ ■ □ 

担い手農業者の育成・確保 

（自己評価：地域農業の将来を考える農業者の増加 44％（参考：全国 46％）） 
□ □ ■ □ 

農地の利用集積の推進 

（自己評価：不在村地主との連絡体制の確保 12％（参考：全国 19％）） 
□ □ □ ■ 

農産物の高付加価値化や６次産業化の推進 

（活動組織アンケート Q11-3：本交付金の取組は、新たな生産品目づくり、農業経

営の複合化、６次産業化などのきっかけになるなど、地域農業の発展に役立って

いる 20％（参考：全国 23％）） 

□ □ ■ □ 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

 

本交付金による構造改革の後押し等地域農業への貢献の取組が、持続可能な開発目標

（SDGｓ）の達成へ、どれだけ貢献しているか、下表のとおり整理した。 

 

指   標 現況（R2） 

SDGs 2：持続可能な農業生産を支える  

 本交付金と合わせて環境保全型農業直接支払交付金に取り組

む組織数 

0 組織 

0％ 

SDGs 8：地域における所得向上や雇用の確保を図る  

 地域住民以外の方が参加する活動を実施している組織数 21 組織 

9.0％ 

 景観形成等により地域住民以外の方が来訪する資源を創出し

ている組織数 

131 組織 

56.5％ 

 都市と農村との交流、６次産業化が促進された組織数 0 組織 

0％ 
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（４）都道府県独自の取組 
 
特 に な し  
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第４章 対象組織の自己評価に対する市町村評価  

 

１．地域資源の適切な保全のための推進活動に係る自己評価及び市町村評価 

（１）地域資源の適切な保全のための推進活動の進捗状況 

 

「推進活動」の取組状況

に対する活動組織の自

己評価は、2 年目評価で

はステップ２以下の組

織が多いが、4 年目評価

ではステップ３以上が

増加しており活動が進

むにつれて上位のステ

ップに進んでいる。 

 

 

 

 

（２）推進活動の自己評価に対する市町村評価 

 活動組織の活動状況等に対する市町村評価の 2 年目評価において「指導又は助言が必要」

と評価した割合は 2％であったのに対して、4 年目評価において「フォローが必要」との評

価は０％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．多面的機能の増進を図る活動に係る市町村評価 

活動組織の活動状況等に対する市町村評価の 2 年目評価において「指導又は助言が必要」

と評価した割合は 1.5％であったのに対して、4 年目評価において「フォローが必要」との

評価は０％となっている。 

 

  

9%
0%

24%

16%

25%

22%

17%

23%

5%
14%

20% 25%

0%

50%

100%

2年目評価 4年目評価

活動組織の取組状況に対する自己評価
⑥ステップ5_地域資源保

全管理構想を作成し実践

⑤ステップ4_保全管理の

体制強化の方針が決定

④ステップ3_課題解決や

保全管理の方法を検討

③ステップ2_目標に向け

てどのような課題がある

か整理
②ステップ1_地域の現状

や目標を関係者の間で共

有
①ステップ0_話し合いの

場を持つための体制を整

えている段階

優良,10%

適

当,88%

指導又は助言が

必要 2%

２年目評価
優良

適当

指導又は助言が

必要

計画の見直しが

必要

優良,6%

適当,94%

４年目評価
優良

適当

フォローが必

要

返還

優良,7.6%

適当,90.9%

指導又は助言

が必要

1.5%

２年目評価

優良

適当

指導又は助言が
必要

優良,6.6%

適当,93.4%

４年目評価

優良

適当

フォロー

が必要

85



17 
 

第５章 取組の推進に係る活動状況 

１．基本的な考え方 

 

 本交付金による取組の推進にあたっては、県、市町、農業者団体、集落等の緊密な連携に

より実施することが必要であることから、本県では、県、市町、農業者団体等から構成する

地域協議会を推進組織として位置づけることとする。 

 

２．都道府県の推進活動 

 

ふじのくに美農里プロジェクト（本県における多面的機能支払交付金の愛称）のホームペ

ージ上に令和元年度より、全ての活動組織及び活動内容の紹介を行っている。この紹介内

容について活動報告書としてまとめ、県内の農業農村振興に関わる関係部署へ配布した。 

 

実施した推進・指導、支援内容（具体的な内容） 評価 

ホームページを通じた情報の提供 

（具体的な内容：活動組織毎の紹介を実施       ） 

◎ 

パンフレット、機関紙、事例集等による普及・啓発 

（具体的な内容：活動報告書を1,000部 作成、関係団体のほか、県内土地改良区

にも配布） 

◎ 

研修会等の実施 

（具体的な内容：コンクリート水路補修研修、安全講習会の研修     ） 

○ 

優良活動表彰による普及・啓発 

（具体的な内容：関東農政局長表彰、知事顕彰               ） 

○ 

イベント、メディア等を通じた広報活動 

（具体的な内容：新聞投げ込み、むらサポ         ） 

○ 

評価 ◎：かなりの効果があった、かなりの効果が現れる見込みがある 
   ○：ある程度効果があった、ある程度効果が現れる見込みがある 
   △：あまり効果がなかった、あまり効果が現れる見込みがない 
   ×：全く効果がなかった 
 

３．市町村の推進活動 

 

県と協力し、啓発資料の配布、優良団体の推薦などを実施している。 

 

４．推進組織の推進活動 

 

県と協力し、ホームページの作成・編集、研修会・講習会の開催などを実施している。 
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《多面的機能支払版 SDGs の達成への貢献※参考》 

本交付金の推進活動が、持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成へ、どれだけ貢献している

か、下表のとおり整理した。

指 標 現況（R2） 

SDGs17：地域協働の力により目標を達成する 

多面的機能支払交付金に取り組む市町村数 31 市町村 

88.5％ 

NPO 法人化した組織数 0 組織 

0％ 

土地改良区と連携して活動を行っている組織数 40 組織 

17.1％ 
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第６章 取組の推進に関する課題、今後の取組方向等 

１．取組の推進に関する課題、今後の取組方向

（１）取組範囲の拡大

・本県のカバー率（対象農用地面積に対する取組面積の割合）は 24.1％と、全国的平均 55％

に比べると低く、その動向はこの 5 年間ほぼ横ばいである 

・県内の認定農用地面積に対する、多面的機能支払交付金を利用した取組面積を示した数字

であるが、認定農用地面積の属性（都市農業地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農

業地域）等の分析を行ったうえで、カバー率の評価を実施し、ターゲットを明確化したう

えで効果的な普及に繋げる

・また、多面的機能支払制度の支援内容に対する要望を活動組織及び市町に伺い、県要綱基

本方針の内容を見直すなどして、本県にとって一層利用価値の高い制度となるように改正

を行う

（２）取組の継続の支援

・アンケート調査結果等から、活動組織及び市町は、活動による効果を実感している

・一方で、高齢化や担い手不足を理由として、活動の継続に不安を持つ活動組織は増加傾向

にある

・令和 3 年度末をもって、活動期間（5 年間）の一区切りを迎える組織は 233 組織中 93 組

織ありそのうち 15 年目を迎える組織は 57 組織に及ぶことから、次年度以降の活動の継

続を促すことが急務となっている

・多面的機能支払の取組が、SDGｓの達成に貢献しているなど、活動の意義を活動組織へ

周知していく

・また、農業者が中心に運営を行っている活動組織は、今後、事務等を担当する人材の高齢

化や不足が特に懸念されることから、自治会等の活動との融合を活動組織・市町自治体に

促し、持続的に取り組むことが定着する仕組みとなるように誘導していく

（３）事務負担の軽減

・市町への提出書類の作成（活動記録、実施状況報告書、交付申請書等）、会計処理（金銭

出納簿の記入、支出証拠書類の編綴、通帳管理等）など、慣れたい事務作業に対する抵抗感

や負担感を訴える声が、本制度開始時より、続いている

・地元 JA、土地改良区、土地改良事業団体連合会などへの事務委託等の方策を引き続き提

案していく

・また、本制度は 15 年目を迎え、交付金に対する提出書類等作成量は見直し続けられ、現

状をもって最適化されているため、活動組織の事務担当者の交代の折には「なぜその書類が

必要なのか」が伝わるように、説明会等の開催支援を行う

・一方で、事務作業についてもソフトウェアの開発や、電子申請など、デジタル化が一層進

むことも踏まえ、対応可能な活動組織には、デジタル化への移行を促進していく
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２．制度に対する提案等

現在、本制度を利用している地域は、農地の維持について意識が高く、行政と関わる頻度が

比較的多い地域である。 

今後、本制度の普及促進を働きかける地域は、農地の維持について意識が比較的低い、もし

くは行政との関わりが比較的少ない、またはその両方の地域が考えられる。 

これらの地域に普及を図る際は、一層制度の分かり易さと、取り組み易いイメージが求め

られる。

本制度は、農地や農村の維持に関係する取組項目を、広く支援することが可能であるが、

取組項目に対する説明内容もその分多く、事務作業の煩わしさを想像させてしまう。

 そこで、今後の普及にあたっては、草刈り労務に対する支援に特化した制度メニューを提案

していきたい。 

交付金を利用できる範囲も限定することで、事務作業の煩雑さを軽減していく。 

【 提案イメージ 】 

普及に向けて掲げるコンセプト 

「心意気で草刈りをしている方々へ支援を届けたい」 

○ 提出書類の作成

・活動記録、実施状況報告書 → 記入項目を草刈りに特化した内容に限定

○ 会計処理

・金銭出納簿の記入、支出証拠書類の編綴、 → 同上

・交付単価は、草刈りの支援に必要な経費となるように積算

・取組を行い、農村環境の保全に資する理解を深め、通常の多面的機能支払の取組に移行したい

場合は、それを可能とする 

市町の自治会担当課等に制度を説明し、自治会の年間の活動において、農村部の草刈りに対

する支援制度として提案していくことを想定。 
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令和３年12月24日 

(件名) 

多面的機能支払交付金 令和４年度の取組方針について（案） 
（農地局農地保全課） 

１ 要 旨 

多面的機能支払交付金を利用する市町の意向調査結果を踏まえ、以下のとおり取組を実施する。 

〇 ソフト多面（草刈り・泥上げに特化版）の検討・普及 

⇒ 活動組織の継続性を高めるために、自治会活動との融合の推進を図る

〇 広域化の推進 

⇒ 広域化組織事務局の設置プロセスや運営ノウハウ等について、先進他県事例の勉強会 

を開催し、令和5年以降の広域化組織増を目指す 

〇 デジタル化の普及推進 

⇒ 広域化の推進と併せて、事務局運営をより円滑に実施できるように開発されたソフト

ウェア等について、説明会や研修会を開催し、事務局となりえる土地改良区等の団体へ

普及促進を図る 

〇 長期（15年以上）活動組織への感謝状贈呈 

⇒ R３：９３組織、R５：９０組織が事業完了を迎えることを踏まえ、今まで取り組んで

きた活動の尊さを改めて認識してもらい、今後のモチベーション維持、地域の話題性向

上や行政との前向きな関りの機会として、感謝状（仮）の贈呈を図る 

資料４
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令和３年11月25日 

(件名) 

美農里プロジェクトの継続に関わる市町意向調査の結果について 
（農地局農地保全課） 

１ 要 旨 

 本年度、活動組織232組織中93組織が事業計画における最終年度を迎え、次年度以降の多面

的機能支払交付金利用（以下多面）の継続を判断する時期であること踏まえ、標記の件につい

て市町へ意向調査を行った。 

２ 調査結果 （回答 31市町） 

３ 今後の展開 

(1) 市町自治会等の支援ライン（(県)地域振興課→(市町)市町民協働課等）へ多面の制度周知を

働きかけ、市町農政部局の動きを支援する

(2) 市町の多面の広域化勉強会（R4現地視察 他県）を行い、R5導入を目指す

(3) 長期活動組織への感謝状（仮）贈呈を企画推進する（以下スケジュール(案)）

調査内容 市町回答 割合 

(1) 

農地・農業用施設の

維持管理に係る対応

方針について 

・多面を活用していく 100% 

(31/31) 

・農業者以外（自治会、地域住民）と連携した体

制づくりを目指す
81% 

(25/31) 

(2) 

活動継続に向けた対

応方針について 

・代替え組織（自治会）や合併・広域化など、多面

の体制維持方法を探す

29% 

(9/31) 

仮に多面的機能支払交付金を利用しなくなった場合 

・市単費や原材料支給等により活動の継続を促す

26% 

(8/31) 

その他の意見 

・「多面をやめる組織はない・説得する」などの意見多数

(3) 

長期活動組織に対す

る感謝状贈呈につい

て 

・活動意志の継続、活動組織との良好な関係づくり

に繋がる等、賛同する

100% 

(31/31) 

その他の意見 

・感謝状以外に実用性のあるものやモチベーションが上がるもの等

も検討してもらいたい

・感謝状より功労賞的な名称がよい

・総会前に贈呈するのが、組織内で周知しやすい

1
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ふじのくに美農里プロジェクト活動組織の継続について 

１ 背 景

美農里プロジェクトは H19 年度の開始以来、現在までに延べ 268 組織が取り組

み、県内の農地面積の 26.1％にあたる 15,527ha が守られてきました。 
これにより、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成などの

農業・農村の多面的機能が発揮され、県民へ多くの恵沢をもたらしています。

これらの多面的機能が発揮され続けるためには、草刈りや泥上げといった地道な

活動や、農業用水路や農道、ため池といった施設の点検、補修といった維持管理を活

動組織が継続する必要があります。

現在 232 組織が本プロジェクトを継続しておりますが、その内 93 組織は、多面的

機能支払交付金の事業計画において最終年度を迎え、次年度以降の継続を判断する

時期となっております。

本プロジェクトの趣旨を改めて理解して頂いた上で判断していただくことが重要

です。

（ 農地保全課 ）

２ 課 題 

（１）活動組織が多面的機能支払交付金の利用をやめることで生じる課題

＜活動組織＞ 

あらゆる経費を 100％負担で捻出 

☞草刈りや泥上げといった基礎的な活動に必要な、資機材等消耗品や、作業労務等

にかかる経費の捻出

☞施設の点検や補修といった維持管理にかかる経費の捻出

＜市町が活動組織の必要経費を負担する場合＞ 

現状の 4倍の経費負担 

☞草刈りや泥上げといった基礎的な活動に必要な、資機材等消耗品や、作業労務

等にかかる経費の捻出

☞施設の点検や補修といった維持管理にかかる経費の捻出

（２）活動組織が活動をやめることで生じる課題

☞草刈りや泥上げといった基礎的な活動を行政が直営、もしくは委託で実施

☞施設の点検や補修といった維持管理を行政が直営、もしくは委託で実施

2
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（３）県の提案に対する検討のお願い

静岡県は多面的機能支払交付金の利用推進を一層図るべく、活動の支援内容の

充実や、事務作業負担への提案に努めてまいります。一方で、長期間活動に取り組

まれてきた活動組織に対して感謝状を贈呈し、今まで取り組まれてきた活動の効果

の再認識と今後の活動への意欲を持っていただくことを検討しております。

＜想定される効果＞

・活動組織とポジティブに打合せする機会を創出

・活動継続の活動に対する励みに寄与

・地域における活動組織に対する話題性の向上

・行政と地域・活動組織の良好な関係に寄与 など

このことに、ついて市町のご意向をお教えください。

４ 今後のスケジュール 

（１）今後の対応について市町の意向確認（～11 月上旬）別紙 調査票（案）

（２）R4 要望量調査の照会（11 月上旬～11 月下旬）

３ 今後の対応の検討 

（１）農地・農業用施設の保全・維持管理のあり方に係る検討のお願い

静岡県は農地・農業用施設の継続的な保全・維持管理をしていくために多面的

機能支払交付金の利用拡大を図っていく必要があると考えています。 

それは、農業・農村の多面的機能の発揮、ひいては、行政だけでは解決が困難

な課題に対し、最も有効な手段であると考えているからです 

ここで市町の皆様にお願いがあります。 

今後の、草刈りや泥上げといった保全管理や、水路や農道、ため池といった施

設の維持管理のあり方を検討し、市あるいは町としてのお考えをお教えください。 

（２）多面的機能支払交付金の利用をやめる活動組織への今後の対応についての検討

のお願い

前述の２ 課 題で説明したとおり、多面的機能支払交付金の利用をやめるこ

とで、活動組織と市町には必要経費の負担増など新たな課題が生じます。 

その点について、対応方法を検討し、市あるいは町としてのお考えをお教えく

ださい。 

以上、（１）～（３）について説明会終了後、調査票を送付しますので、ご協力を

お願いいたします。

3
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美農里プロジェクト活動組織の継続について 市町意向 調査票（案）

（１）草刈りや泥上げといった保全管理や、水路や農道、ため池といった施設の維持

管理について、今後、市町としての対応方針をお教えください。

（２）多面的機能支払交付金の利用をやめる活動組織がある場合、市町として今後の

対応について、お考えをお教えください。

（３）長期間活動に取り組んできた活動組織へ、感謝状を贈呈することについて、市町

としての意向をお教えください。

例 多面的機能支払交付金の活用を、農業者だけでなく、単位自治会等にも周知し、地

域住民による保全管理や維持管理を成し得る体制の構築を目指す。その為に、農政部

局だけでなく、市民協働部局とも連携し、予算の効率的効果的な執行を検討する。

例 多面的機能支払交付金の利用をやめる組織へは、草刈り等の継続の旨を確認し、

市として、その市単費で支援を行う。また、活動もやめる場合は、その地域の保全管

理、維持管理を行う組織の醸成（自治会等との調整）を図り、多面的機能支払交付金の

利用も視野に調整を進める。

例 感謝状を贈呈することによって、活動意志の継続に繋がる考えるため、賛同する。 
例 活動組織との良好な関係づくりに寄与すると考えるため、賛同する。

別紙

4
95



4 

１ 具体的内容（案） 

以下内容について、関係市町の意見照会を行い、最適な方法とする。 

（１）感謝状贈呈対象

美農里プロジェクトに１５年以上取り組む活動組織

（２）贈呈者名

検討中（静岡県知事、多面的機能支払交付金推進協議会長など）

（３）贈呈時期

・決定のお知らせ（要望量調査時（11 月））

・贈呈時期（総会の時期（２～４月末））

２ 感謝状の内容の検討（案） 

2015 年に国連において採択された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」と、本プロジ

ェクトの活動目標は、持続可能な社会を目指す点において共通している。

今回、感謝状贈呈の対象となる活動組織に対して、地道に活動を継続してきたこ

との尊さを、社会的な意義も踏まえて伝え、感謝の意を表することで、今後の活動

の励みとしていただきたい旨を、感謝状に記す。 

感謝状の贈呈となった場合、検討していきたい内容

5
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令和３年12月24日 

(件名) 

多面的機能支払交付金第三者委員会 今後の予定について（案） 

（農地局農地保全課） 

〇 令和４年3月中旬 現地調査 

交付金の多様な利用状況の確認（候補地 静岡市、富士宮市） 

〇茶園の保全管理 〇農福連携 〇景観作物（そば）の副産物の販売 

⇒他組織への普及展開を視野に、効果を評価

〇 令和４年10月 定例委員会開催 

状況報告 

〇令和５年度に向けた広域化の市町動向 

〇多面的機能支払交付金のデジタル化の普及状況 など 
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